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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 7,197,91310,799,5308,966,0398,329,0636,083,320

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 772,1601,280,418896,996 541,202△1,103,285

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 457,298 738,696 529,624 340,873△1,296,439

純資産額 (千円) 7,212,1297,676,5078,051,0358,261,5136,713,954

総資産額 (千円) 12,105,70114,429,79113,804,68911,981,27411,714,650

１株当たり純資産額 (円) 1,386.02 744.77 788.09 811.38 658.75

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 83.21 67.73 49.29 33.47 △127.32

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 83.11 67.58 49.28 ― ―

自己資本比率 (％) 59.6 53.2 58.3 69.0 57.2

自己資本利益率 (％) 6.4 9.9 6.7 4.1 △17.3

株価収益率 (倍) 25.7 19.2 16.4 16.9 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,270,698889,2481,036,261302,744△50,038

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △401,676△119,461△722,479△591,697△613,501

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △692,209 458,323△805,206△1,262,2851,279,337

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) 2,239,7643,482,7643,095,6691,549,6262,255,096

従業員数 (名) 215 254 331 364 351

　
(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　株価収益率については、第78期は当期純損失であるため、記載しておりません。

３　第78期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失が計上されているため、記載しており

ません。

４　第77期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

５　純資産額の算定にあたり、第77期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

６　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (千円) 6,759,33910,248,5128,038,1877,427,9674,934,096

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 714,5401,070,422748,714 423,468△998,261

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 320,828 611,436 455,043 256,258△940,646

資本金 (千円) 1,998,7001,998,7001,998,7001,998,7001,998,700

発行済株式総数 (株) 5,348,16010,696,32010,696,32010,696,32010,696,320

純資産額 (千円) 7,452,5617,777,7407,981,5808,063,2387,001,690

総資産額 (千円) 12,216,85014,509,57513,571,36611,721,79611,787,579

１株当たり純資産額 (円) 1,432.36 754.64 781.27 791.91 687.01

１株当たり配当額 (円) 15.00 19.00 13.00 9.00 5.00
(内１株当たり中間配当額) (―) (―) (―)　 (―)　 (―)　

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

(円) 57.24 55.44 41.99 25.16 △92.38

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 57.17 55.32 41.98 ― ―

自己資本比率 (％) 61.0 53.6 58.8 68.8 59.3

自己資本利益率 (％) 4.3 8.0 5.7 3.1 △12.4

株価収益率 (倍) 37.3 23.5 19.2 22.6 ―

配当性向 (％) 25.8 31.8 30.9 35.7 ―

従業員数 (名) 160 194 217 229 203

　
(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第78期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失が計上されているため、記載しており

ません。

３　第77期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載しておりません。

４　純資産額の算定にあたり、第77期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

５　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【沿革】

　

年月 事項

大正14年11月 東京都京橋区においてドイツ系商社「L．レイボルト商館」の子会社として独立し、「独逸顔料合

名会社」として創立

印刷インキ、顔料、金箔等の輸入販売を開始

昭和16年12月 資本金10万円で「独逸顔料工業株式会社」として改組発足

昭和36年１月 東京都昭島市に板箔機械化を取り入れた昭島工場が完成

荻窪、山梨、金沢の各工場を集約

昭和38年９月 ポリプロピレンフィルムを使用した色巻箔の開発に成功し、本格的に生産を開始

昭和45年９月 ポリッシングフィルム開発に成功し、フィニッシングテープの名称で製造及び販売を開始

昭和56年４月 商号を日本ミクロコーティング株式会社に変更

製品ブランドを「ミポックス／ＭＩＰＯＸ」に統一

昭和59年３月 精密ポリッシングフィルムの生産を目的とする100％子会社山梨ミクロコーティング株式会社を

設立

昭和61年10月 本社を東京都昭島市へ移転

平成元年10月 ポリッシングフィルム事業に経営資源を集中させるため、箔の事業部門を帝国インキ製造㈱に営

業譲渡

　　　　11月 販売体制強化のため米国カリフォルニア州にマイポックス・インターナショナル・コーポレー

ション（現・連結子会社）を資本金90万米ドルで設立

平成２年10月 生産体制効率化のため山梨ミクロコーティング株式会社を吸収合併し、事業所名を山梨プラント

に変更

平成５年８月 液晶パネルクリーナー（ポリッシングマシーン）の販売開始

平成６年２月 シリコンウェハーエッジポリッシャー（ポリッシングマシーン）の販売開始

平成８年７月 マレーシア　クアラルンプールに駐在員事務所を開設（平成16年12月閉鎖）

平成９年４月 ポリッシングリキッドの製造及び販売開始

　　　　８月 マレーシア　クアラルンプールに、マイポックス・マレーシア・センドリアン・バハード（現・連

結子会社）を資本金20万マレーシアリンギで設立

平成10年８月 生産体制強化のため、山梨プラント内に生産ラインを増設

平成11年11月 東京都よりエコアップ東京宣言事業所に指定される

平成12年３月 山梨地区ISO14001認証取得

　　　　４月 マイポックス・マレーシア・センドリアン・バハードの製造拠点をペナン州ペナン市に移し、生

産開始

　　　　11月 昭島地区ISO14001認証取得

平成13年２月 店頭株式市場に上場（現：ジャスダック証券取引所）

　　　　８月 マイポックス・マレーシア・センドリアン・バハードにてISO9001:2000認証取得

　　　　11月 中国に、上海駐在員事務所を開設（平成16年10月閉鎖）

平成14年３月 マイポックス・インターナショナル・コーポレーションにてISO9001:2000認証取得

平成15年３月 昭島地区、山梨地区ISO9001:2000認証取得

　　　　７月 中国　上海市に、マイポックス・インターナショナル・トレーディング（上海）コーポレーション

（現・連結子会社）を資本金20万米ドルで設立

平成16年９月 台湾　新竹市に、日本ミクロコーティング株式会社 台湾支店を設立

　　　　12月 マイポックス・インターナショナル・トレーディング（上海）コーポレーションを、マイポック

ス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（上海）コーポレーションに名称変更

平成17年４月 韓国　ソウル市に、日本ミクロコーティング株式会社 韓国支店を設立（平成20年３月閉鎖）

　　　　12月 中国　天津市に、マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（天津）コーポレー

ション（現・連結子会社）を資本金56万米ドルで設立

平成19年１月 シンガポールに、マイポックス・シンガポール・プライベート・リミテッド（現・連結子会社）

を設立

　　　　８月 持分法適用関連会社ＪＭエナジー株式会社を設立

平成20年５月 持分法適用関連会社ＪＭエナジー株式会社の株式をＪＳＲ株式会社に譲渡
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３ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の子会社）は、当社（日本ミクロコーティング株式会社）、連結子会社５社

（マイポックス・インターナショナル・コーポレーション、マイポックス・マレーシア・センドリアン・

バハード、マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（上海）コーポレーション、マイポッ

クス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（天津）コーポレーション、マイポックス・シンガポー

ル・プライベート・リミテッド）及び持分法適用関連会社１社（ＪＭエナジー株式会社）で構成されてお

ります。

事業内容は、ポリッシングフィルム、ポリッシングリキッド、ＣＭＰ用パッド、受託製造等のポリッシング

製品製造販売事業、ポリッシングマシーン、ポリッシングパッド等のポリッシング商品販売事業を行ってお

ります。

　

当社グループの事業内容及び当社グループの事業に係わる位置付けは、次のとおりであります。

なお、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、以下の事業部門別により記載しており

ます。

　

(1) ポリッシング製品

主要な製品は、ポリッシングフィルム、ポリッシングリキッド、ＣＭＰ用パッド、受託製造等でありま

す。

[主な関係会社]　マイポックス・インターナショナル・コーポレーション

　　　　　      マイポックス・マレーシア・センドリアン・バハード

マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（上海）コーポレーション

マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（天津）コーポレーション

　　　　　      マイポックス・シンガポール・プライベート・リミテッド

　　　　　      ＪＭエナジー株式会社

　

(2) ポリッシング商品

主要な商品は、ポリッシングマシーン、ポリッシングパッド、ルブリカント（潤滑油）等であります。

[主な関係会社]　マイポックス・インターナショナル・コーポレーション

　　　　　      マイポックス・マレーシア・センドリアン・バハード

マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（上海）コーポレーション

　　　　　      マイポックス・シンガポール・プライベート・リミテッド
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　　(注) ①  当社の製品・商品を国内ユーザーに直接販売するルートと商社経由で国内並びに海外ユーザーに販売するルー

トを表わしています。

②  当社の製品・商品を海外ユーザーに直接販売するルートを表わしています。

③  当社の製品・商品を子会社を通じて海外ユーザーに販売するルートを表わしています。子会社にはスリット

（カット）とダイカット（型抜き）工場があり、当社から販売されるポリッシングフィルム原反のスリットと

ダイカットを行なっております。

④  当社、子会社の製品の原材料を子会社にて加工し、その材料を当社に納入するルートを表わしています。

⑤  ＪＭエナジー株式会社は、当社にリチウムイオンキャパシタの製造委託を行い、当社が製造したリチウムイオン

キャパシタの販売を行なっております。なお、ＪＭエナジー株式会社の体制が整ったところで、ＪＭエナジー株

式会社自体がリチウムイオンキャパシタを製造する見込みであります。

⑥  ＪＭエナジー株式会社がリチウムイオンキャパシタを直接販売するルートを表わしています。

⑦  委託会社からの注文により、コーティング加工・スリット加工を行い、その製品を納品する受託製造ルートを表

わしています。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所 資本金
主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)
アメリカ

カリフォルニア州
ヘイワード市

3,000
千米ドル

 

ポリッシング
製品
ポリッシング
商品

100

当社ポリッシングフィルム
の後加工。
当社製品とポリッシング商
品を北米に販売。
役員の兼任２人あり。

マイポックス・
インターナショナル・
コーポレーション
(M.I.C.)(注)２，３

(連結子会社)
マレーシア

ペナン州
ペナン市

11,500
千マレーシア

リンギ
 

ポリッシング
製品
ポリッシング
商品

100

当社ポリッシングフィルム
の後加工。
当社製品とポリッシング商
品を東南アジアに販売。
役員の兼任２人あり。

マイポックス・マレーシア・
センドリアン・バハード
(M.M.S.)(注)２

(連結子会社)
中国

上海市

 

900
千米ドル

 

ポリッシング
製品
ポリッシング
商品
 

100

当社ポリッシングフィルム
の後加工及びポリッシング
マシーンの製造。
当社製品とポリッシング商
品及びポリッシング製品の
材料を販売。
役員の兼任３人あり。

マイポックス・プレシジョン・
ポリッシング・プロダクト
（上海）コーポレーション
(M.I.S.)(注)２

(連結子会社) 中国

天津市

 

2,640
千米ドル

 

ポリッシング
製品

 

100

当社ポリッシング製品材料
加工。
役員の兼任１人あり。

 

マイポックス・プレシジョン・
ポリッシング・プロダクト
（天津）コーポレーション
(M.I.B.)

(連結子会社)
シンガポール

 

1
シンガポール

ドル

ポリッシング
製品
ポリッシング
商品

100

営業業務サポート。

 

マイポックス・シンガポール・
プライベート・リミテッド

(持分法適用関連会社)
山梨県

北杜市

300,000
千円
 

ポリッシング
製品  50

当社ポリッシング塗布加工
技術による製品製造・販売。
役員の兼任２人あり。
 

ＪＭエナジー株式会社

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、事業部門の名称を記載しております。

２　特定子会社に該当します。

３  マイポックス・インターナショナル・コーポレーションについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高

を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えておりますが、当該連結子会社の売上高は、所在地別セグメ

ントにおける北米の売上高の90％を超えておりますので、主要な損益情報等の記載を省略しております。

４  マイポックス・マレーシア・センドリアン・バハードについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を

除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 ①  売上高 739,372千円

②  経常利益 44,843千円

③  当期純利益 36,404千円

④  純資産額 421,909千円

⑤  総資産額 541,565千円

５  マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（上海）コーポレーションについては、売上高

（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 ①  売上高 790,515千円

②  経常利益 47,650千円

③  当期純利益 41,781千円

④  純資産額 239,989千円

⑤  総資産額 423,356千円

６  持分法適用関連会社ＪＭエナジー株式会社については、当連結会計年度中の平成19年８月１日に設立いたし

ましたが、経営資源を集中する事により業績回復を図るため、平成20年５月20日付で、当社が保有する全株式

を譲渡いたしました。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業部門の名称 従業員数(名)

ポリッシング製品 227

ポリッシング商品 48

管理部門 76

合計 351

(注)　従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

203 38.1 7.4 5,612,137

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　前事業年度に比べ従業員が26人減少しておりますが、この主な理由は韓国支店の閉鎖に伴う退職及び自己都合

退職によるものであります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業部門の設備投資が堅調に推移しておりましたが、米国の

サブプライムローン（低所得者向け住宅ローン）問題の影響が、金融関係市場だけの不調に止まらず米

国経済の失速に波及しつつあり、輸出により活況を取り戻していたわが国の製造業にも、原材料高騰、円

高、そして米国景気の減速の悪要因が影響し、企業業績に陰りが出始めております。

当社グループと関連深いエレクトロニクス業界におきましては、最終製品販売価格の下落傾向による

電子部品への値下げ圧力が常に強く、なおかつ業界の技術再編が著しく、さらに今日の原材料高を価格に

転嫁する必要性からの収益性悪化が発生し、業界内での生き残り競争は一段と激しさを増しております。

このような経済環境を背景に、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高60億83百万円 (前年同

期比73.0％)、営業損失９億15百万円、経常損失11億３百万円、当期純損失12億96百万円となりました。

なお、個別業績は、売上高49億34百万円（前年同期比66.4％)、営業損失10億26百万円、経常損失９億98

百万円、当期純損失９億40百万円となりました。

主な要因については、次のとおりであります。

ハードディスク関連売上は、前年同期比53.8％と減収となりました。この減収要因としては、ハード

ディスクの記録方式の水平磁気記録方式から垂直磁気記録方式への移行により、従来の水平磁気記録方

式のテクスチャー加工で使用されていた当社のポリッシングリキッド使用量が減少したことに伴い、同

工程で使用されるポリッシングパッド並びに潤滑剤等も共に減少したことによるものであります。一方、

マレーシアの連結子会社 (Ｍ.Ｍ.Ｓ.）が手掛けた洗浄剤ビジネスは順調に推移しております。現状の急

務の課題は、垂直磁気記録方式に対するテクスチャー工程以外のポリッシングリキッド開発と認識し、次

世代用ポリッシングリキッドについて鋭意開発中であります。

光ファイバー関連売上は、前年同期比84.8％と減収となりました。この減収要因としては、顧客の製造

工程にて同一のテープで、加工回数を増やし消耗材料を節約する傾向が強まったため、ポリッシングフィ

ルムの使用量が減少したこと、米国のビッグユーザーが在庫調整局面となり、当社の販売実績が当初計画

どおりに推移しなかったこと、中国市場での当社研磨テープの浸透力が弱かったこと等によります。

液晶パネル関連売上は、前年同期比83.2％と減収となりました。この減収要因としては、当社製ポリッ

シングフィルムを他社製の液晶用研磨機を使用するパネルメーカーに拡販する戦略をとりましたが、競

合他社との顧客争奪戦が一段と激しさを増し苦戦を強いられ、売上への貢献には結びつきませんでした。

半導体関連売上は、ウェハーエッジ研磨機の販売が好調であり前年同期比125.4％と増収となりまし

た。シリコンウェハーメーカーは、直径300ミリの生産体制を強化するため積極的な投資姿勢を継続して

おります。さらに2012年を目途に世界の半導体大手は、直径450ミリのシリコンウェハーを使った半導体

量産体制を目指す計画もあります。当社の従来機に比べ省スペース化・処理能力アップを実現した新型

ＨＴ（ハイスループット）エッジ研磨機の販売環境はフォローの風が吹いていると感じております。

受託製造関連売上は、薄型テレビの販売価格の下落により、部材価格を抑える傾向がますます強まり、

当社が受託製造を行っていた部材については、引き続き数量の回復がなかったため、前年同期比53.9％と

大幅減収となりました。
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当連結会計年度におきましては、ポリッシングフィルムの価格競争力を強化する狙いとして、中国天津

の連結子会社（Ｍ.Ｉ.Ｂ.）にポリッシングフィルムの製造工場を立ち上げております。日本での製造製

品の一部移管だけでなく、中国国内に向けた光ファイバー用途やマイクロモーター用途を生産ターゲッ

トとし、量産に向けて準備を整えております。

また、リチウムイオンキャパシタの開発・製造・販売のため、平成19年８月１日に持分法適用会社とし

て設立いたしましたＪＭエナジー株式会社につきましては、平成20年５月12日開催の取締役会において、

当社保有株式をＪＳＲ株式会社に譲渡することを決議いたしました。

さらに経営資源の選択と集中の一環として、平成18年４月に韓国ソウル市に設立しました韓国支店を、

平成20年３月末で閉鎖し、支店清算手続きに入っております。

　

当社は単一事業のため、事業の種類別セグメント情報の開示は行っておりませんので、事業部門別で示

しております。

　

①  ポリッシング製品部門

当連結会計年度におけるポリッシング製品部門売上につきましては、次のとおりであります。

ポリッシングリキッド売上は、ハードディスク関連の技術変化の影響を大きく受け、前年同期比約

60％強減収となり、ポリッシングフィルム売上は、光ファイバー関連の米国大手ユーザーの在庫調整や

中国市場への販売不振が響き、前年同期比約10％の減収したことに加え、日本国内の受託製造関連売上

が約45％の減収となったことによるものであります。

また、ＣＭＰ用研磨パッド売上は、前年同期比25％の増収と売上金額のウエイトは少ないながら、着

実に拡大しております。

以上の結果、ポリッシング製品売上は、44億24百万円（前年同期比66.1％）となりました。

　

②  ポリッシング商品部門

当連結会計年度におけるポリッシング商品部門売上につきましては、次のとおりであります。

ポリッシングマシーン売上は、ウェハーエッジ研磨機の販売が牽引力となり、前年同期比約20％の増

収となりました。しかしながら、ポリッシングリキッド売上と関連性の高いポリッシングパッド売上が

約10％の減収となり、また、同様に潤滑剤売上も前年同期比約40％の減収となりました。

以上の結果、ポリッシング商品売上は、16億59百万円（前年同期比101.3％）となりました。
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所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

①  日本

日本における売上高は、45億76百万円（前年同期比64.3％）、営業損失は、４億29百万円となりまし

た。

この減収の主な要因は、業界の技術動向の影響を大きく受けているハードディスク関連売上の落込

幅が大きく、同時に受託製造の売上も半減したことに加え、光ファイバー関連売上につきましても、米

国市場並びに中国市場への販売不振が響き、前年同期比約30％の減収となりました。唯一、半導体関連

のエッジ研磨機械売上げが好調に推移いたしました。

　

②  北米

米国の連結子会社Ｍ.Ｉ.Ｃ.は、売上の中心は光ファイバー関連売上であります。ですが、光ファイ

バー関連の大手顧客が在庫調整局面に入ったため、前年同期比約25％の減収となったことにより、北米

における売上高は、６億84百万円（前年同期比74.8％）、営業損失は、15百万円となりました。

また、Ｍ.Ｉ.Ｃ.の当社グループ内の位置付けは、エレクトロニクス業界の先端的技術情報を入手し、

それに伴う研究開発であります。

　

③  アジア

マレーシアの連結子会社Ｍ.Ｍ.Ｓ.は、ハードディスク関連市場向けのポリッシングフィルム売上は

好調でありましたが、日本同様ポリッシングリキッド売上は減収となったため、その売上減少を補填す

るために新たに洗浄剤ビジネスを始め、順調なスタートを切っております。

中国上海の連結子会社Ｍ.I.Ｓ.は、拠点売上の約65％を光ファイバー関連売上が占めております。当

連結会計年度は、中国国内の光ファイバー関連研磨テープ売上シェアアップ戦略を展開してまいりま

したが、光ファイバー関連売上は前年同期比80.4％の減収となりました。また、当連結会計年度より中

国内の税制優遇政策の変更により、税金還付が減少いたしました。

中国天津の連結子会社Ｍ.Ｉ.Ｂ.につきましては、当連結会計年度より連結対象に組み込みました。

Ｍ.Ｉ.Ｂ.はポリッシングフィルムのコスト競争力強化の一環として、ポリッシングフィルムの製造工

場の立ち上げを進めており、売上に貢献するのは来期中を想定しております。

また、韓国ソウルの韓国支店につきましては、平成20年３月末をもって閉鎖し、現在、拠点精算手続き

に入っております。

その結果、アジアにおける売上高は、18億８百万円（前年同期比92.2％）、営業利益は、40百万円（前

年同期比24.5％）と１億24百万円の減少となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度末に比べ７億５百万円増加し、当連結会計年度末には22億55百万円となりました。

営業活動全体として前連結会計年度に比べて資金が、３億２百万円の増加から50百万円の減少（前年

同期比―％）となりました。

投資活動全体として前連結会計年度に比べて支出が21百万円増加し、６億13百万円（前年同期比

103.6％）となりました。

財務活動全体として前連結会計年度に比べて資金が、12億62百万円の減少から12億79百万円の増加

（前年同期比―％）となりました。

　

なお、キャッシュ・フローの詳細は、「７　財政状態及び経営成績の分析　（3）財政状態の分析　②

キャッシュ・フローの状況」に記載しております。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における事業部門別の生産実績は、次のとおりであります。

　

事業部門の名称

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

ポリッシング製品 4,538,768 60.0

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
３　ポリッシング商品部門においては、生産はありません。

　

(2) 商品仕入実績

当連結会計年度における事業部門別の商品仕入実績は、次のとおりであります。

　

事業部門の名称

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

ポリッシング商品 1,273,608 96.6

(注) １　金額は、仕入価格によっております。
２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。
３　ポリッシング製品部門においては、商品仕入はありません。

　

(3) 受注実績

当社グループは、すべての製品について見込み生産を行っております。

　

(4) 販売実績

当連結会計年度における事業部門別の販売実績は、次のとおりであります。

　

事業部門の名称

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

ポリッシング製品 4,424,232 66.1

ポリッシング商品 1,659,087 101.3

合計 6,083,320 73.0

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。
　

相手先

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

ＪＳＲ株式会社 1,828,404 21.9 799,559 13.1

長瀬産業株式会社 ― ― 708,924 11.6

２  長瀬産業株式会社は、当連結会計年度の販売実績が当該販売実績に対する割合が10％を超えたため新た

に記載しております。

３  上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

第77期（平成19年３月期）並びに第78期（平成20年３月期）の業績推移を精査し、抜本的な対策が急務

と考えております。その対処すべき主な課題は以下のとおりであります。

これらの課題に対し、経営資源の充実と有効活用を図りながら適切かつ迅速な対策を講じ、業績のＶ字回

復と今後の安定的成長を図るべく、経営陣の強化並びに会社の組織行動の見直しを図ってまいります。

(1) 売上向上のための現状分析と同業他社の動向調査による販売推進計画の策定と実施

(2) 販売体制とその精査並びに改善

(3) 事業計画における予算実績分析の徹底による管理経営の推進

(4) 経営管理、経営組織、組織風土等について精査し、抜本的改善策の実施等
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、株価及び財務状況等に及ぼす可能性のある主なリスクは、次のとおりでありま

す。

　

(1) 経済状況

当社グループの営業収入は、エレクトロニクス業界の需要動向と密接な関係があります。また、当社製

品を販売している国または地域の経済状況の影響を受けます。従いまして、当社グループの業績は、エレ

クトロニクスを取巻く市場における景気後退及びそれに伴う需要の減退に影響され、財務状況にも悪影

響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 代替技術の出現

当社グループが属する業界の技術変化は、目覚しいものがあります。従前から継続的に活用されている

技術にとって代わる新技術が、台頭する可能性があります。技術革新動向については、細心の注意を払っ

ておりますが、予想だにしない代替の技術開発が世の中に提供された場合は、当社グループの業績及び財

務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(3) 新製品開発力

エレクトロニクス業界は技術的な進歩のスピードが激しく、当社が新技術を正確に予想し、新製品、新

技術の提供を常にタイムリーに提供できる保証はありません。技術変化に乗り遅れた場合やお客様の要

望する製品開発ができない場合は、当社グループの成長と収益を低下させ、業績と財務状況に悪影響を及

ぼす可能性があります。

　

(4) 新規事業

当社グループの成長に向けて様々な取り組みをしておりますが、計画どおりに進まない恐れがありま

す。また、予定外の時間と費用がかかり、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。

なお、平成19年８月１日付でＪＳＲ株式会社と、リチウムイオンキャパシタ事業を共同で運営する目的

で、50:50出資で設立いたしました、ＪＭエナジー株式会社（持分法適用関連会社）ですが、平成20年５月

20日付で当社保有全株式をＪＳＲ株式会社に譲渡いたしました。

　

(5) 為替レートの変動

米国及びマレーシア、中国の海外連結子会社との連結財務諸表を作成するため、円換算をしておりま

す。換算時の為替レートにより、現地通貨における価値が変わらない場合でも、円換算後の価値が影響を

受ける可能性があります。

一般的には、他の通貨に対して円高の場合は、当社グループの事業に悪影響を及ぼし、円安は当社グ

ループの事業に好影響を及ぼします。為替レートの変動によっては、当社グループの業績及び財務状況に

悪影響を及ぼす可能性があります。

なお、為替の変動は長期的に見ると平準化されるものと考え、特に、為替予約等は実施しておりません。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社は平成20年５月12日開催の取締役会において、持分法適用関連会社であるＪＭエナジー株式会社の

当社が保有する全株式をＪＳＲ株式会社に譲渡することを決議し、同日付で同社と「合併事業契約解約及

び株式売買に関する契約書」を締結したのち、平成20年５月20日付で当該株式を売却いたしました。

詳細に関しましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項　重要な後発

事象」に記載のとおりであります。
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６ 【研究開発活動】

当連結会計年度においては、当社経営組織を大きく職能別組織に変革し、研究開発活動は開発本部に集中

し、その効率化を図っております。

研磨テープ並びに研磨スラリーの製品別の改良技術開発に加え、当社の製品に関連する先端技術の開発

にも経営資源の投入を進めております。

当期における改良技術の成果の一つは磁気ディスクのクリーニング研磨スラリーの開発で、磁性膜ス

パッタ前の基板表面改質に効果が見られ、磁気ディスクメーカーでの製品良品率の改善に寄与しているこ

とから、この需要が拡大し始めました。これはダイヤモンドナノ粒子の制御技術の開発が功を奏したもので

あります。

一方、当社の主力製品である研磨テープにおいては、従来の研磨テープを凌駕した新たな概念の研磨テー

プ（開発コードネーム　ＭＩＧテープ）の開発に成功いたしました。その製品コンセプトは、研磨並びに研

削加工において常に加工品質を阻害し不良率の元凶であるスクラッチ（加工時に発生する特異な大きな

引っ掻き傷）が本質的に発生せず、かつ研削理論に裏付けられた研磨切歯構成を具備している理想的コン

セプトを兼ね備えた研磨テープであります。このＭＩＧ研磨テープは加工領域（加工面粗さ領域）が極め

て広く、サブミクロン加工領域の精密研磨からサブミリ加工領域までに対応できるもので、サンドペーパー

の代替しても有望なものであります。既に加工実験評価を終え、現在、商用生産のための生産技術開発を鋭

意進めている状況にあります。

また長年、研究開発とユーザーでの商用評価を進めてきた半導体向けＣＭＰポリッシングパッドは個々

のユーザーからの要求仕様を満足するための様々な改良開発を進めた結果、数社の半導体メーカーにおい

て商用での使用が開始されるに至っております。

他方、研磨技術とは異質の当社の基幹技術は塗布技術であります。特に微粒子を含む機能性薄膜塗布技術

は、その微粒子を研磨砥粒として研磨テープを長年にわたって改良してきたノウハウに当社の基幹技術と

する理由があります。当期においては過去に進めてきた光学系拡散フィルムの改良技術開発等に加え、新た

に有機導電体フィルムの塗布開発に成功いたしました。これを今後は当社オリジナルな透明導電膜フィル

ムとして、販売も検討し始めました。また、塗布技術による粘着や紫外線カット等の機能性フィルム等の

様々なアプリケーションにも挑戦し、今後は、幅広い用途での受託塗布事業に寄与できる状況になったと考

えております。

当期においては、緊急技術開発課題として微粒子の分散・分級技術にも注力しております。当社の基礎材

料は微粒子であり、微粒子の大きさの制御技術並びに凝集した微粒子の分散技術は当社製品の品質を大き

く左右する技術であります。従来、原材料供給メーカーに依存していたこれらの技術の開発と習得は今後の

当社の技術開発の基礎技術として、今後は当社の重点開発課題として取り組む方針であります。

今後は、当社と関連する技術の研究開発を進めている各種研究機関並びに大学との協調と共同研究体制

を強化し、当社研究開発活動の質と密度の向上を図る所存であります。

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は556百万円であります。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針については、「第５　経

理の状況　１ 連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

に記載のとおりであります。

なお、見積り及び評価につきましては、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づい

て行っておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果とは異なる場合があります。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①  売上の状況

当連結会計年度における当社グループの売上高は、前連結会計年度に比べ22億45百万円減少し、60億

83百万円となりました。

また、単独売上高は前事業年度に比べ24億93百万円減少し、49億34百万円となりました。

なお、売上高の状況につきましては、「第２　事業の状況　１ 業績等の概要　（1）業績」に記載のと

おりであります。

売上原価は、前連結会計年度に比べ５億46百万円減少し、47億31百万円となりました。売上原価率は、

高収益のポリッシングリキッドの減少等により63.4％から14.4％上昇して77.8％となりました。

販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に比べ２億65百万円減少し、22億67百万円となりました。

これは主に、研究開発費等の減少によるものであります。

その結果、営業利益は前連結会計年度に比べ14億33百万円減少し、９億15百万円の損失となりまし

た。

　

②  営業外損益及び経常利益

営業外損益は、前連結会計年度の22百万円の利益（純額）から188百万円の損失（純額）となりまし

た。これは主に、為替差損94百万円及び持分法による投資損失124百万円を計上したことによるもので

あります。　

その結果、経常利益は前連結会計年度に比べ16億44百万円減少し、11億３百万円の損失となりまし

た。

　

③  特別損益

特別損益は、前連結会計年度の２百万円の損失（純額）から208百万円の利益（純額）となりまし

た。前連結会計年度は、固定資産除却損を２百万円計上しましたが、当連結会計年度においては、営業譲

渡益２億29百万円及び固定資産除却損18百万円を計上しております。

その結果、税金等調整前当期純利益は前連結会計年度に比べ14億33百万円減少し、８億94百万円の損

失となりました。

　

④  当期純利益

当連結会計年度において繰延税金資産を取り崩し、法人税等調整額３億94百万円が発生した影響に

より、当期純利益は、前連結会計年度に比べ16億37百万円減少し、12億96百万円の損失となりました。前

連結会計年度の１株当たり当期純利益は33.47円に対し、当連結会計年度は１株当たり当期純損失

127.32円となりました。
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(3) 財政状態の分析

①  資産、負債及び資本の状況

総資産は、117億14百万円で、前連結会計年度末に比べ２億66百万円減少しております。これらの主な

要因は、現金及び預金が12億12百万円増加する一方、たな卸資産は４億70百万円減少し、流動資産合計

では63億62百万円で６億59百万円の増加となりました。

　

固定資産合計は、９億26百万円減少し、53億52百万円となりました。これらの主な要因は、投資有価証

券の売却３億円及び繰延税金資産２億21百万円の減少等であります。

　

負債は、50億円で、前連結会計年度末に比べ12億80百万円増加しております。これらの主な要因は、借

入金が13億81百万円増加する一方、支払手形及び買掛金が１億８百万円減少したことによるものであ

ります。

　

純資産は、67億13百万円で、前連結会計年度末に比べ15億47百万円減少しております。これらの主な

要因は、当期純損失による12億96百万円、剰余金の配当による92百万円等があり、利益剰余金が14億15

百万円減少したことによるものであります。

　

②  キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ７億５百万円増加し、当連結会計年度末には22億55百万円となりました。

　

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において営業活動に使用された資金は、50百万円（前連結会計年度は３億２百万円

の収入）となりました。これらの主な要因は、税金等調整前当期純損失８億94百万円（前連結会計年度

は税金等調整前当期純利益５億38百万円）、減価償却費４億92百万円（同４億96百万円）及び営業譲

渡益２億29百万円（同―百万円）、たな卸資産の減少４億70百万円（同８億円の増加）等によるもの

であります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において投資活動に使用された資金は、６億13百万円（前連結会計年度は５億91百

万円）となりました。これらの主な要因は、定期預金の預入による支出５億10百万円（同―百万円）及

び有形固定資産の取得による支出２億81百万円（同２億80百万円）、関係会社の設立による支出３億

円（同―百万円）等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動によって得られた資金は、12億79百万円（前連結会計年度は12億

62百万円の支出）となりました。これらの主な増加要因は、借入金の純増加による収入13億81百万円

（同11億29百万円の減少）及び配当金の支払91百万円（同１億32百万円）によるものであります。
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(4) 戦略的現状と見通し

次期の見通しにつきましては、サブプライムローン問題に端を発した世界的金融市場の影響、為替市場

の変動、株式市場の低迷等の要因に加え、原油や原材料の高騰による影響等多くの不安定要因を抱えてお

り、楽観視できない状況が予想されます。

当社グループは、このような環境下の中、従来の経営方針や経営資源の抜本的な見直しを図り、業績の

回復と高収益を目標として最大限の注力を行います。

次期の事業戦略の概念は、当社の基幹技術、すなわち研磨加工技術と塗布技術を中核とした研磨関連事

業と塗布加工事業に大別し、これらにおける従来の販売市場、製品カテゴリー、アプリケーションの拡充

を図りながら、新規開拓を積極的に進めることにあります。

研磨関連事業につきまして当社は、研磨テープ、研磨スラリー、研磨パッド、研磨装置等を商品とし、従

来からハードディスク関連、光ファイバー関連、半導体関連、ＦＰＤ関連業界を主体として業績を上げて

まいりました。今後はこれらの業界に加えて、新たに自動車部品関連業界、一般機械部品加工関連業界に

も参入し、研磨資材、加工装置を総合的に提供できる世界でも稀な総合研磨企業として一層の業容の拡大

をグローバルに進めてまいります。

塗布加工事業につきましては、賃加工受託での従来からの顧客に加え、新規顧客開拓を進めながら、こ

れに並行して当社が特異的に保有する粒子を含む均一薄膜塗布加工技術を駆使し、機能性薄膜塗布製品

をオリジナル製品として開発、商用化すべく積極的に準備を進めてまいります。

以上のような変革の中、次期の見通しにつきましては以下のとおりであります。

研磨テープ事業におきましては、その顧客は磁気ディスク業界、半導体業界、ＦＰＤ業界、光ファイバー

業界であります。これらの業界につきましては高精度、製造コストの低減が高まる中、国内外において一

層の顧客対応と拡販を進めてまいります。また現在、自社独自開発の画期的な研磨テープの開発を進めて

おり、できるだけ早い時期に販売を開始する予定であります。

研磨スラリー事業におきましては、現在まで主に磁気ディスク業界向けに販売してまいりました。磁気

ディスク業界向けのダイヤモンドスラリーは、長年使用されてきたテクスチャープロセス用ダイヤモン

ドスラリーが水平磁気記録方式から垂直磁気記録方式にほぼ移行したことにより、従来の研磨スラリー

の今後の売上は期待できない状況にあります。しかしながら、最近になって垂直磁気記録方式の磁気ディ

スク製造プロセスの不良率の低減のために特殊に製造したダイヤモンドスラリーが有効であるとの評価

結果が台頭いたしました。この結果により、当社ダイヤモンドスラリーは仕様を変えて新たな用途による

販売が見込める状況になってまいりました。既に磁気ディスクメーカー各社において活発な評価が行わ

れており、一部の磁気ディスクメーカーにおいて採用も決まり始めております。今後は、このダイヤモン

ドスラリーの加工品質ニーズに対応しつつ、売上を確保していく予定であります。

研磨パッド事業につきましては、半導体用ＣＭＰ加工用と一般精密研磨ポリシング用途向け製品があ

ります。市場規模の大きい半導体用ＣＭＰパッドは、長年の開発と顧客評価の結果、良好な加工品質が得

られる結果が出始め、一部の半導体メーカで採用が決まり、今後は拡販について、販売方法を含め見直し、

売上の増大を目指してまいります。また一般精密加工用研磨パッドは、主として磁気ディスク向けに販売

していますが、顧客ニーズに対応しながら従来とおりの拡販を進めてまいります。

加工装置事業におきましては、半導体エッジポリッシング装置が、既にユーザーである顧客の生産体制

の拡充のために、ほぼ前年並みの売上が見込まれる状況にあります。半導体エッジポリッシング装置の改

良、バージョンアップを図り、売上の確保を目指してまいります。これ以外の加工装置につきましては、研

磨テープ、研磨スラリーの用途別に当社の加工技術を応用した研磨機の開発を進めており、これらの装置

の早期売上に努力いたします。
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塗布加工事業におきましては、従来、限られた数社の受託塗布を主体としてまいりました。今後におき

ましては、当社保有設備生産能力を最大限有効に活用できるような幅広い受注展開を広く推進し、試作実

績のある反射防止膜、光拡散膜、粘着膜等の分野に進出する予定であります。一方、当社内で独自に開発を

進めてまいりましたＦＰＤ用あるいはタッチパネル用の透明導電フィルム製造に目処が立ったことか

ら、今後は自社ブランドでの商用化、販売を計画いたします。

　

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

①  会社の経営の基本方針

当社は創業以来、80年にわたり、微細な粒子を塗布する技術を基盤とする企業であります。

一般に塗布加工とは、基材に接着性のある樹脂を塗布することでありますが、これは微細な粒子を含

む製品と含まない製品があります。塗布技術において、粒子を含んだ塗料を均一に薄く塗布することは

難しく、このノウハウを創業以来、長年にわたって蓄積したことが当社の大きな特徴であると自負して

おります。当社基幹製品の研磨テープはその粒子が研磨済であり、また当社の塗布事業は機能性粒子

（樹脂ビーズ、電極材等）を均一に薄く塗布することを基本としております。

当社の第１次企業変革は1970年ごろ、巻き箔製造技術を研磨テープに応用した研磨テープの開発と

販売開始にありました。以後1992年ごろまでのおよそ20年間、磁気ディスク業界向け研磨テープのみの

販売で成長した経緯があり、当社は磁気ディスクと共に成長したと言っても過言ではありません。

第２次企業変革は、1992年以降の事業展開にあり、磁気ディスク業界の超精密研磨技術から派生した

研磨スラリー、研磨パッド、研磨加工機、クリーニングワイプ製品等の他分野への進出と売上の拡充で

あります。半導体、光ファイバー、ＦＰＤ業界に展開した研磨事業、並びに長年の巻き箔塗布技術を機能

性薄膜塗布に展開した塗布事業にあります。これらを２大事業として当社は業容を大きく変え、2001年

に株式を上場いたしました。

　

来期平成21年３月期においては、当社の第３次企業改革を意図した経営基本方針を策定し、実施して

まいります。その骨子は次のとおりであります。

　

ⅰ) さまざまな研磨材並びにその加工装置そして加工技術を総合的に提供する総合研磨メーカーを目

指します。

当社は現在、オングストローム単位の加工精度を達成する研磨資材と加工技術を総合的に提供で

きる世界でも稀な総合研磨企業であります。研磨テープ、研磨スラリー、研磨パッド等の研磨資材、研

磨技術そして加工品質評価技術等のシナジーを伴って、ハイテクを代表する磁気ディスク、半導体、

フラットパネルディスプレー、光ファイバー等の業界に最高レベルの研磨用製品を提供してまいり

ました。

一方、当社が属する研磨関連事業並びに業界には、砥石のような粗い研磨加工から鏡面研磨加工に

至るまでさまざまな分野が存在いたします。いわゆる一般機械加工、石材・ガラス加工、木材加工等

で、業界としては、砥石業界、研磨布紙業界等が該当し、その多くは粗い加工分野に属しております。

当社の事業分野は、このうち特異で難しい究極的鏡面研磨を必要とするハイテク関連の加工分野

に特化してきたことを特徴としております。しかしながら安定的収益の点では、ハイテク業界は技術

の革新も激しくハイリスクな業界でもあります。
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当社はこれまでの経緯と直近の業績推移を鑑みるとき、ハイテク業界への事業と並行して、一般的

な研磨加工分野（特に自動車部品やＯＡ機器部品等）への参入が不可欠と判断し、これを緊急経営

重点課題として事業の拡大と収益の改善に傾注してまいります。

そして近未来におきましては、ミクロンからオングストロームまで幅広い加工品質を提供しつつ、

ハイテク業界から一般機械加工部品業界までに販路を拡大し、画期的なコンセプトによるデファク

トスタンダード研磨製品並びに研磨加工プロセスを求めて製品開発を強力に推進いたします。

　

ⅱ) 機能性薄膜塗布フィルムメーカーを目指します。

これまで当社の塗布事業は数社の限定された顧客の機能性粒子（電極材や光拡散用樹脂ビーズ

等）を均一に薄く塗布する塗布加工の受託のみでありました。当社保有塗布設備には、一般的な塗布

装置から異物混入を極端に嫌う薄膜や温湿度の影響を受けやすい機能膜塗布のための世界でもまれ

なクラス100対応の超クリーン温湿度制御塗布装置を有しており、塗布加工の範囲が同業に比較し格

段に広く、この利点を充分に活用する方針であります。

当社はハイテク業界を対象とした機能性薄膜塗布を主体とした塗布事業に特化しながら、赤外線

・紫外線カットフィルム、防眩フィルム、硬質保護フィルム等多岐にわたる用途も視野に安定した操

業と収益確保に努力いたします。

また併行して自社オリジナルブランドの塗布フィルムの開発を進めてまいります。現在、液晶表示

装置やタッチパネル等で用いられる透明導電膜塗布フィルムの商用化に目処が立った段階でありま

すが、透明導電膜は今後とも大きな需要が見込まれるものであることから、今後の当社の塗布事業の

核として売上の増大と損益向上を計画いたします。

　

②  目標とする経営指標

目標とする指標としましては、営業活動と財務活動を含む企業の経常的な経営活動から生み出され

る企業収益を意味する経常利益を経営指標とし、目標値としましては、売上高経常利益率15％以上を目

指しております。また、各部門単位では、一人当たり付加価値の向上に努めております。

なお、当連結会計年度におきましては、当期純損失12億96百万円を計上いたしました。全社一丸とな

り、早期黒字化を目指しているところであります。

　

③  中長期的な会社の経営戦略

前項①に記述した「会社の経営の基本方針」に従い鋭意推進いたします。

この方針による経営戦略の骨子は以下のとおりであります。

　

ⅰ) 目標を可能にする資金の調達

ⅱ) 経理、財務、営業、技術、製造の各分野において、スペシャリストの育成と採用

ⅲ) 営業のグローバル展開、売上の向上、シェアの拡大を意図し、国内外の商社との販売提携の推進

ⅳ) 生産のグローバル展開、生産性の向上、原価低減を意図した国内外の生産拠点の見直しと再構築

ⅴ) 技術開発分野における専門企業、大学、研究機関との業務提携並びに共同研究の推進

ⅵ) 経営組織並びに内部統制の強化

　

(6) 経営業績に重要な影響を与える要因について

経営業績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況　４ 事業等のリスク」に記載

のとおりであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループの当連結会計年度の設備投資については、生産設備の増強、研究開発機能の充実・強化等を

目的とした設備投資総額は367,805千円であります。

　

(1) 提出会社

提出会社における設備投資は、既存製造設備の更新・増設・改造工事等に68,864千円及び研究開発関

連用の機械装置等に53,430千円、ＥＲＰへの機能追加等に4,014千円の投資を実施いたしました。

　

(2) マイポックス・インターナショナル・コーポレーション（Ｍ.Ｉ.Ｃ.）

マイポックス・インターナショナル・コーポレーション（Ｍ.Ｉ.Ｃ.）における設備投資は、製造設備

等を中心に2,671千円の投資を実施いたしました。

　

(3) マイポックス・マレーシア・センドリアン・バハード（Ｍ.Ｍ.Ｓ.）

マイポックス・マレーシア・センドリアン・バハード（Ｍ.Ｍ.Ｓ.）における設備投資は、製造設備、

パソコン関係、評価装置等を中心に50,743千円の投資を実施いたしました。

　

(4) マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（上海）コーポレーション（Ｍ.Ｉ.Ｓ.）

マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（上海）コーポレーション（Ｍ.Ｉ.Ｓ.）

における設備投資は、製造設備、パソコン関係等を中心に2,720千円の投資を実施いたしました。

　

(4) マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（天津）コーポレーション（Ｍ.Ｉ.Ｂ.）

マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト（天津）コーポレーション（Ｍ.Ｉ.Ｂ.）

における設備投資は、製造設備、パソコン関係等を中心に185,361千円の投資を実施いたしました。
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２ 【主要な設備の状況】

当社グループ（当社及び連結子会社）における主要設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名

(所在地)

事業部門

の名称
設備の内容

帳簿価額(千円) 従業

員数

(名)
建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積千㎡)
その他 合計

昭島プラント
(東京都昭島市)

ポリッシング製品
ポリッシング商品

ポリッシングリキッ
ドの製造設備

657,529181,861
1,023,331
( 　 8 )

31,2821,894,005112

山梨プラント
(山梨県北杜市)

ポリッシング製品
ポリッシングフィル
ム製造設備
受託製造用設備

1,806,078131,801
430,901
(　　51 )

15,3232,384,10585

台湾支店
(台湾新竹市）

ポリッシング製品
ポリッシング商品

― ― ― ― 182 182 6

その他
(山梨県南都留郡
山中湖村他）

― 福利厚生施設 4,622―
587

( 　 0 )
― 5,209―

　

(2) 在外子会社

平成20年３月31日現在

会社名
事業所名

(所在地)

事業部門

の名称
設備の内容

帳簿価額(千円) 従業

員数

(名)
建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具
その他 合計

マイポックス・
インターナショナル・
コーポレーション
(M.I.C.)

米国
カリフォルニア州
ヘイワード市

ポリッシング製品
ポリッシング商品

ポリッシング
製品加工設備

41,0276,274 1,88049,18217

マイポックス・
マレーシア・
センドリアン・
バハード(M.M.S.)

マレーシア
ペナン州
ペナン市

ポリッシング製品
ポリッシング商品

ポリッシング
製品加工設備

86,21797,9398,399192,55651

マイポックス・
プレシジョン・
ポリッシング・
プロダクト
（上海）
コーポレーション
(M.Ｉ.S.)

中国

上海市

ポリッシング製品
ポリッシング商品

ポリッシング
製品加工設備

1,19514,2227,51422,93267

マイポックス・
プレシジョン・
ポリッシング・
プロダクト
（天津）
コーポレーション
(M.Ｉ.Ｂ.)

中国

天津市

ポリッシング製品
ポリッシング商品

ポリッシング
製品加工設備

17,4368,039171,339196,81413

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品・建設仮勘定の合計であります。

なお、上記金額には、消費税等は含んでおりません。

２　上記の他、主要な賃借及びリース設備は、次のとおりであります。

平成20年３月31日現在
事業所名

(所在地)

事業部門

の名称
設備の内容

従業員数

（名）

年間リース料

(千円)
摘要

昭島プラント
(東京都昭島市)

ポリッシング製品
ポリッシング商品

ポリッシング製品
製造設備

112 124,641
所有権移転外
ファイナンス・
リース

山梨プラント
(山梨県北杜市)

ポリッシング製品
ポリッシング製品
製造設備

85 131,804
所有権移転外
ファイナンス・
リース
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当連結会計年度末における、重要な設備の新設の計画は、次のとおりであります。

平成20年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

事業部門
の名称

設備の
内容

投資予定額(千円)
資金調達
方法

着手
年月

完了予定
年月

完了後
の増加
能力総額 既支払額

日本ミクロ
コーティン
グ株式会社

昭島
プラント
（東京都
昭島市）

ポリッシ
ング製品

新製法の
研磨テープ

50,000 ―

金融機関
借入金
及び
自己資金

平成20年
４月

平成20年
９月

―

評価測定
機器等

100,000 ―
平成20年
４月

平成21年
３月

―

山梨
プラント
（山梨県
北杜市）

ポリッシ
ング製品

評価測定
機器等

50,000 ―
金融機関
借入金
及び
自己資金

平成20年
４月

平成21年
３月

―

コーティング
機械改善

100,000 ―
平成20年
９月

平成21年
３月

―

合計 300,000 ― ― ― ―

(注)　上記金額には、消費税等は含んでおりません。

　

(2) 重要な設備の除却等

当連結会計年度末における、経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売却

計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 42,780,000

計 42,780,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年６月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,696,32010,696,320
ジャスダック
証券取引所

(注)

計 10,696,32010,696,320― ―

(注) 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①  平成19年９月19日の取締役会決議に基づいて発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　

株主総会の特別決議日(平成19年６月21日)

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 (個) 315　(注)１ 315　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―　　 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 31,500　 31,500

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 484　(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年２月１日

至　平成22年７月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格　　 　484

資本組入額　　 242
同左

新株予約権の行使の条件 (1) 対象者が当社及び当社子会

社の取締役たる地位を喪失

した場合、権利行使するこ

とはできない。但し、対象者

が地位の喪失と同時に、当

社及び当社子会社の取締役

・監査役となった場合には

権利行使することができる

ものとする。

(2) 対象者が死亡した場合、相

続は認めないものとする。

(3) 新株予約権の譲渡、質入そ

の他の処分は認めない。

(4) その他の条件については、

株主総会及び取締役会決議

に基づき、当社と対象取締

役との間で締結する契約に

よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、

取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２  新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

    また、新株予約権発行以降、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、それぞれ効

力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行
株式数

＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

    なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとする。
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②  平成19年９月19日の取締役会決議に基づいて発行した新株予約権は、次のとおりであります。

　

株主総会の特別決議日(平成19年６月21日)

事業年度末現在
(平成20年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成20年５月31日)

新株予約権の数 (個) 870　(注)１ 850　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―　　 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 87,000　 85,000

新株予約権の行使時の払込金額 (円) 484　(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年２月１日

至　平成22年７月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合

の株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格　　 　484

資本組入額　　 242
同左

新株予約権の行使の条件 (1) 対象者が当社及び当社子会

社の従業員たる地位を喪失

した場合、権利行使するこ

とはできない。但し、対象者

が地位の喪失と同時に、当

社及び当社子会社の取締役

・監査役・従業員となった

場合、又は関係会社に転籍

した場合には権利行使する

ことができるものとする。

(2) 対象者が死亡した場合、相

続は認めないものとする。

(3) 新株予約権の譲渡、質入そ

の他の処分は認めない。

(4) その他の条件については、

株主総会及び取締役会決議

に基づき、当社と対象従業

員との間で締結する契約に

よる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、

取締役会の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に

関する事項
― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。

２  新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算式に

より払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

    また、新株予約権発行以降、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、それぞれ効

力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

既発行
株式数

＋

新規発行
株式数

×
１株当たり
払込金額

調整後
払込金額

＝
調整前
払込金額

×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

    なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとする。
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成16年11月22日
　(注)

5,348,16010,696,320 ― 1,998,700 ― 2,953,700

(注) 平成16年９月30日現在の株主に対し同年11月22日付で１：２の株式分割

　

(5) 【所有者別状況】
平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数 100 株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 6 12 53 14 1 4,2844,370 ―

所有株式数
(単元)

― 7,542 528 18,9218,250 105 70,832106,17878,520

所有株式数
の割合(％)

― 7.10 0.50 17.82 7.77 0.10 66.71100.00 ―

(注) １　自己株式514,628株は、「個人その他」に5,146単元、「単元未満株式の状況」に28株含まれております。

２　上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が15単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】
平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

渡邉信義 東京都国立市 1,175 10.98

株式会社ソウケン 東京都昭島市武蔵野3-2-11 668 6.24

渡邉和義 東京都国立市 509 4.76

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 460 4.30

ジェーピー  モルガン 
チェース　バンク
（常任代理人　株式会社みず
ほコーポレート銀行兜町証
券決済業務室）

270 PARK AVENUE, NEW YORK, NY 10017, 
UNITED STATES OF AMERICA

（東京都中央区兜町6-7）

400 3.74

東京海上日動火災保険
株式会社

東京都千代田区丸の内1-2-1 264 2.46

センチュリー・リーシング
・システム株式会社

東京都港区浜松町2-4-1 264 2.46

帝人フィルム株式会社 東京都千代田区霞ヶ関3-2-1 264 2.46

長瀬産業株式会社 東京都中央区日本橋小舟町5-1 242 2.26

ステート　ストリート バン
ク　アンド　トラスト カンパ
ニー　　　　　　　　　　　　（常任代
理人　株式会社みずほコーポ
レート銀行兜町証券決済業
務室）

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A.

（東京都中央区兜町6-7）

207 1.93

計 ― 4,454 41.64

(注)  当社は、平成20年３月31日現在自己株式514千株（発行済株式に対する所有株式数の割合4.81％）を保有してお

ります。

EDINET提出書類

日本ミクロコーティング株式会社(E01218)

有価証券報告書

 29/117



(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   514,600

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式10,103,200 101,017 同上

単元未満株式 普通株式    78,520― 同上

発行済株式総数 10,696,320― ―

総株主の議決権 ― 101,017 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株含まれております。な

お、議決権の数からは除いております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式28株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本ミクロコーティング
株式会社

東京都昭島市武蔵野
３丁目４番１号

514,600 ― 514,600 4.81

計 ― 514,600 ― 514,600 4.81
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(8) 【ストックオプション制度の内容】

①　平成19年６月21日の定時株主総会において決議されたストックオプション制度

    当該制度は、会社法第236条、会社法第238条並びに239条の規定に基づき、平成19年６月21日第77期定

時株主総会終結時に在任する当社取締役に対して株式報酬型ストックオプションとして特に有利な条

件をもって発行することを平成19年６月21日の定時株主総会において特別決議されたものでありま

す。

    当該制度の内容は、「(2) 新株予約権等の状況  ①」において記載しております。

　

②　平成19年６月21日の定時株主総会において決議されたストックオプション制度

    当該制度は、会社法第236条、会社法第238条並びに239条の規定に基づき、当社及び当社子会社の従業

員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平成19年６月21日の定時株主総会に

おいて特別決議されたものであります。

    当該制度の内容は、「(2) 新株予約権等の状況  ②」において記載しております。

　

③　当該制度は、会社法に基づき、平成20年６月２日の取締役会において決議されたものであります。

　
決議年月日 平成20年６月27日

付与対象者の区分及び人数 (名) (注) １

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 (株) 75,000株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額 (円) (注) ２

新株予約権の行使期間 自　平成21年２月１日　至　平成23年７月31日

新株予約権の行使の条件 (1) 新株予約権の割当てを受けた者が当社及び当社子会社の取締役たる

地位を喪失した場合、権利を行使することはできない。

　　但し、対象者が地位の喪失と同時に、当社及び当社子会社の取締役・監

査役となった場合には権利行使することができるものとする。

(2) 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合、相続は認めない。

(3) 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

(4) その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社

と対象取締役との間で締結する契約による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交

付に関する事項
―

(注) １　当社の取締役であり、その人数は取締役会において決定する。

２　１株当たりの払込金額(以下「払込価額」という。)は新株予約権発行の日の属する月の前月の各日(取引が成

立しない日を除く。)におけるジャスダック証券取引所が公表する、当社の普通株式の午後３時現在の直近の

売買価格(以下、終値という。)の平均値に1.05を乗じた額として、１円未満の端数は切り上げる。　　但し、その

額が新株予約権発行の日の終値(取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値)を下回る場合は、当該

終値とする。

　

なお、新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行以降、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、それぞれ効

力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
　

既発行
株式数

＋

新規発行
株 式 数

×
１株当たり
払込金額

調 整 後
払込金額

＝
調 整 前
払込金額

×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとする。
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④　当該制度は、会社法に基づき、平成20年６月２日の取締役会において決議されたものであります。

　
決議年月日 平成20年６月27日

付与対象者の区分及び人数 (名) (注) １

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 (株) 175,000株を上限とする。

新株予約権の行使時の払込金額 (円) (注) ２

新株予約権の行使期間 自　平成21年２月１日　至　平成23年７月31日

新株予約権の行使の条件 (1) 新株予約権の割当てを受けた者が当社及び当社子会社の従業員たる

地位を喪失した場合、権利を行使することはできない。

　　但し、対象者が地位の喪失と同時に、当社及び当社子会社の取締役・監

査役・従業員となった場合、又は関係会社に転籍した場合には権利

行使することができるものとする。

(2) 新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合、相続は認めない。

(3) 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

(4) その他の条件については、株主総会及び取締役会決議に基づき、当社

と対象従業員との間で締結する契約による。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

―

(注) １　当社及び当社子会社の従業員であり、その人数は取締役会において決定する。

２　１株当たりの払込金額(以下「払込価額」という。)は新株予約権発行の日の属する月の前月の各日(取引が成

立しない日を除く。)におけるジャスダック証券取引所が公表する、当社の普通株式の午後３時現在の直近の

売買価格(以下、終値という。)の平均値に1.05を乗じた額として、１円未満の端数は切り上げる。　　但し、その

額が新株予約権発行の日の終値(取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終値)を下回る場合は、当該

終値とする。

　

なお、新株予約権発行後、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、それぞれの効力発生の時をもって、次の算

式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行以降、時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合は、それぞれ効

力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　

既発行
株式数

＋

新規発行
株 式 数

×
１株当たり
払込金額

調 整 後
払込金額

＝
調 整 前
払込金額

×
１株当たり時価

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数

なお、上記株式数において「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読

み替えるものとする。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数 (株) 価額の総額 (千円)

当事業年度における取得自己株式 270 114

当期間における取得自己株式 80 20

(注)  当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数 (株)
処分価額の総額
(千円)

株式数 (株)
処分価額の総額
(千円)

引受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自
己株式

― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に
係る移転を行った取得自己
株式

― ― ― ―

その他
（新株予約権の権利行使）

― ― ― ―

保有自己株式数 514,628 ― 514,708 ―

(注)  当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

　

EDINET提出書類

日本ミクロコーティング株式会社(E01218)

有価証券報告書

 33/117



３ 【配当政策】

利益配分につきましては、連結配当性向25％を目途とする配当政策を基本とし、利益の状況に応じて過去

の配当実績や財務状況、経営環境等を勘案のうえ安定配当も加味した柔軟な利益還元を今後も行う考えで

あります。

当社は、基本的に期末配当として年一回の剰余金の配当を行うことを基本方針としておりますが、会社の

業績や内部留保とのバランスを鑑みて中間配当を実施することも可能であります。これら剰余金の配当の

決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当連結会計年度の業績は当期純損失12億96百万円でありますが、過去の蓄積であります別途積立金を取

り崩すことにより、株主の皆様への当連結会計年度末の配当は、１株につき５円とさせていただきました。

配当還元時期につきましては、従来どおり当連結会計年度末に行うこととしております。

また、当社は取締役及び従業員の業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的としたストック・オ

プションの付与を行い、既に取得している自己株式を割り当てる予定であります。これは、株主の皆様の利

益が取締役及び従業員の利益に直結する経営システムの一環として実施しております。

内部留保資金につきましては、財務体質の強化を図るだけでなく、新製品・新サービスの開発や新事業展

開に積極的に活用し、事業領域の拡大を図りつつ企業価値の向上に努め、株主の皆様の期待に応えていく方

針であります。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。

　

(注)  基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

　

決議年月日 配当金の総額 (千円) １株当たり配当額 (円)

平成20年６月27日
定時株主総会決議

50,908 5

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第74期 第75期 第76期 第77期 第78期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 2,380
(2,720)
※(1,300)

※1,309 1,470 954 660

最低(円) 761
(1,990)
※(1,020)

※965 730 548 190

(注) １　最高・最低株価は、平成16年12月12日以前は日本証券業協会におけるもので第75期は（ ）表示しており、平成

16年12月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。

２　※印は、株式分割による権利落ち後の株価であります。

３　平成16年11月22日付で、普通株式１株を２株に株式分割しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 434 390 288 258 253 244

最低(円) 390 269 245 192 195 190

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長 ― 渡　邉　信　義 昭和16年４月12日生

昭和35年４月 当社入社

(注)３ 1,175

昭和41年４月 当社昭島工場長

昭和50年５月 当社専務取締役就任

昭和63年12月 当社代表取締役社長就任

平成20年６月 当社取締役会長就任(現任)

代表取締役
社長

― 渡  邉      淳 昭和46年１月17日生

平成６年６月 当社入社

(注)３ 96

平成14年８月 当社ＣＳＴ第４マネージャー

平成15年10月 当社ＣＳＴ第４シニアマネー

ジャー

平成18年10月 当社ＣＳＴグローバルサポートシ

ニアマネージャー

平成19年６月 当社取締役就任

平成20年６月 当社代表取締役社長就任(現任)

取締役 営業本部長 森　岡　　　出 昭和30年１月１日生

昭和52年４月 当社入社

(注)３ 83

平成７年４月 当社ＣＳＴ本部第２機能システム

部門長

平成10年６月 当社取締役就任(現任)

平成10年12月 マイポックス・インターナショナ

ル・コーポレーション取締役(現

任)

平成15年５月 マイポックス・プレシジョン・ポ

リッシング・プロダクト(上海)

コーポレーション取締役(現任)

平成20年４月 当社営業本部長(現任)

取締役
社長室長兼
技術本部長兼
品質本部長

谷　　　和  憲 昭和22年１月９日生

昭和44年４月 富士通株式会社入社

(注)３ ―

昭和61年10月 スピードファム株式会社入社

平成元年12月 ワイエイシイ株式会社入社

平成６年５月 ワイエイシイ株式会社取締役

平成９年２月 U.T.I.Corp(シンガポール)設立

平成10年10月 有限会社イーエスディー設立

平成20年２月 有限会社イーエスディー廃業

平成20年３月 当社入社

平成20年３月 当社社長室長(現任)

平成20年６月 当社取締役就任(現任)

平成20年６月 当社技術本部長兼品質本部長(現

任)

取締役 管理本部長 折　登　　　進 昭和25年10月14日生

昭和45年４月 フォスター電機株式会社入社

(注)３ ―

昭和62年12月 ワイエイシイ株式会社入社

平成７年６月 ワイエイシイ株式会社取締役

平成11年12月 株式会社星医療酸器入社

平成13年８月 株式会社ユー・ティー・ケー・シ

ステム入社

平成14年７月 株式会社ユー・ティー・ケー・シ

ステム取締役

平成17年４月 株式会社ディベックス入社

平成17年６月 株式会社ディベックス取締役

平成18年12月 株式会社ディベックス退職

平成20年２月 当社入社

平成20年２月 当社管理本部副本部長

平成20年６月 当社取締役就任(現任)

平成20年６月 当社管理本部長(現任)

社外取締役 ― 長  井  正  和 昭和24年１月１日生

昭和48年４月 長瀬産業株式会社入社

(注)３ ―

平成15年１月 長瀬産業株式会社退職

平成17年４月 庸和株式会社取締役

平成19年４月 華立ジャパン株式会社代表取締役

平成20年６月 当社取締役就任(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

常勤監査役 ― 真　田　文　雄 昭和17年６月６日生

昭和36年４月 株式会社第一銀行 

(旧 株式会社第一勧業銀行)入行

(注)４ 47

平成４年10月 当社出向　役員室付部長

平成５年５月 当社企画室長

平成８年６月 旧 株式会社第一勧業銀行 退職

平成８年６月 当社入社　業務本部長兼企画室長

平成８年６月 当社取締役就任

平成15年４月 当社取締役辞任

平成15年４月 当社仮監査役就任

平成15年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 中　園　宗　義 昭和13年１月23日生

昭和37年４月 富士通信機製造株式会社

(現　富士通株式会社)入社

(注)５ 3

昭和43年２月 富士通株式会社退職

昭和44年２月 富士通株式会社再入社

昭和62年12月 株式会社山形富士通取締役

平成７年10月 FUJITSU(THAILAND)CO.LTD.取締役

平成10年８月 富士通株式会社退職

平成13年６月 当社監査役就任(現任)

監査役 ― 厨  川  常  元 昭和32年１月31日生

平成４年12月 東北大学工学部助教授

(注)６ ―
平成９年４月 東北大学大学院工学研究科助教授

平成15年１月 東北大学大学院工学研究科教授

平成18年６月 当社監査役就任(現任)

計 1,406

(注) １  監査役  中園宗義及び厨川常元は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。

２  取締役  長井正和は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。

３  取締役の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

４  常勤監査役  真田文雄の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定

時株主総会終結の時までであります。

５  監査役  中園宗義の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

６  監査役  厨川常元の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株

主総会終結の時までであります。

７  代表取締役社長  渡邉淳は、取締役会長  渡邉信義の長男であります。

８  当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

宇 佐 見 文 祥 昭和30年10月22日生

昭和55年４月
太陽神戸銀行㈱(現三井住友銀行

㈱)入行

(注) ―

昭和59年１月 太陽神戸銀行㈱退社

昭和62年10月
センチュリー監査法人(現新日本

監査法人)入社

平成３年３月 公認会計士登録

平成16年12月 新日本監査法人退社

平成17年１月 宇佐見公認会計士事務所開設

平成17年１月 税理士登録

(注)　補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、株主の皆様より提供された資本を安全に、正確かつ有効に活用し、公正な収益を生み、その企業利

益を「株主の皆様」「お客様」「従業員」へ配分すること、つまり、企業のさまざまな利害関係者に共通の

企業利益を極大化することに努め、経営の意思決定を行う際には、これらの利害関係者を公平にかつ同等に

考慮する多元的な企業概念に基づいて経営を行って、企業価値・株主価値の増大を目指し、コーポレート・

ガバナンスや経営の透明性が有効に発揮するよう努めております。

　

(1) 会社の機関の内容

①  取締役・取締役会

当社の取締役会は、現在取締役６名で構成しております。原則毎月月初定例の取締役会の他、必要に

応じて臨時に開催し、法令で定められた事項や経営の基本方針、経営に関する重要事項を決定すると共

に、業績の推移についても議論し、対策等を検討する業務執行の状況を監督しております。

なお、当社の取締役は10名以内とする旨、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めて

おります。

当社は、営業年度中に機動的な資本政策を実施するため、自己株式の買受けができるように、第74期

定時株主総会での定款一部変更議案の承認により、取締役会決議により自己株式を買受けることを可

能とする定款変更を行いました。

当社は、会社法427条第１項に基づき、社外取締役との間に、会社法第423条第１項の損害賠償責任に

ついて、取締役の職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、1,000万円以上であらかじめ

定めた金額又は法令が規定する額のいずれか高い額を限度とする、責任限定契約を締結しております。

　

②  取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、及び累積投票によらない旨を、定款で定めており

ます。

　

③  株主総会決議事項を取締役会で決議することができることとした事項

当社は、株主への機動的な利益還元のため、取締役会の決議により毎年９月30日を基準日として中間

配当を行うことができる旨を定款で定めております。

　

④  株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営のため、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使すること

ができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行

う旨を定款で定めております。

　

⑤  経営会議

当社は、本部制度で全社を管理し、営業本部、技術本部、品質本部、管理本部、そして、製造本部その下

に昭島工場と山梨工場を置いております。

各部門の役割と責任体制を明確化し、業務執行を強化すると共に、経営の意思決定スピードをアップ

させるために経営会議を設置しております。定例的に毎週月曜日、取締役及び監査役の出席を得て開催

しております。

　

EDINET提出書類

日本ミクロコーティング株式会社(E01218)

有価証券報告書

 37/117



⑥  監査役・監査役会

監査役は３名のうち、社外監査役は２名であります。取締役会の職務執行の適法性と妥当性をチェッ

ク、監督し、企業統治への実効に資するため、随時定例・臨時の監査役会が開催されております。

監査役会は本社各部門、昭島工場及び山梨工場のみならず海外支店、海外連結子会社の監査を実施

し、速やかに代表取締役をはじめ関係者に対し詳細な監査報告を行っております。

また、会計監査人からは監査計画報告（年次）及び会計監査結果報告（中間・期末決算毎）等の報

告を受けたり、必要の都度相互の情報交換・意見交換を行うなどの連携を密にして、監査の実効性と効

率性の向上を目指しております。

内部統制室との間でも、同様に情報交換・意見交換を行っております。

当社は、会社法427条第１項に基づき、社外監査役との間に、会社法第423条第１項の損害賠償責任に

ついて、監査役の職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、1,000万円以上であらかじめ

定めた金額又は法令が規定する額のいずれか高い額を限度とする、責任限定契約を締結しております。

　

⑦  内部統制室

当社グループ内の内部統制の徹底と、業務プロセスの適正性及び経営の妥当性、効率性を監視する目

的で代表取締役直轄の内部統制室を設置しております。内部統制室は現在１名であり、当社の経営方針

及び諸規程に照らし合わせ、各部門の業務処理の適正性、効率性及びリスク管理をチェックすると共

に、被監査部門に対し業務改善につながる提案を行っております。

　

⑧  会計監査

当社と新日本監査法人との間で、監査契約を締結しており、法律の規定に基づいた会計監査を実施し

ております。

当連結会計年度（平成20年３月期）における監査の体制は、次のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数
公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

業務執行社員
小野　隆良

新日本監査法人
鐵　  義正

    ＊勤続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

    ＊同監査法人は既に自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与

することのないよう措置をとっております。

　

会計監査業務に係わる補助者の構成

公認会計士　６名    会計士補等　２名

　

当連結会計年度の会計監査を実施しました新日本監査法人は、平成20年６月27日の第78期定時株主

総会の終結の時をもって任期満了により退任となります。

新会計監査人は、アーク監査法人が選任され、就任いたしました。

　

⑨  会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要

社外取締役と社外監査役については該当事項はありません。

　

⑩  顧問弁護士

顧問弁護士には、法律上の判断を必要とする場合に適時、助言・アドバイスを受けております。
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(2) 内部統制システムの整備状況

当社の「内部統制システムの整備状況」は以下のとおりとなっております。

　

①  取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ⅰ) 取締役会は、法令及び定款又は社会倫理を遵守し、社会とステークホルダーに対して誠実な対応と

透明性のある経営に努める。

ⅱ) 監査役及び取締役相互の監視監督の他、コンプライアンス協議会を設置し、法令及び定款又は社会

倫理規範の遵守に関する事項を審議又は現状の問題点を議論する。

ⅲ) コンプライアンス上、取締役の行為も含め社内の疑義ある行為について、職制組織を通さずに直接

通報できる社内通報窓口を、総務担当部門に設置する。

　

②  取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、経営企画部門が一元管理し、情報の保存媒体に応じて適切

確実に、かつ検索及び閲覧可能な状態で、定められた期限まで保存・管理する。

　

③  損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理基本規程に基づき、想定されるリスクの種類と重要度に応じて、種別又は業務別のリスク

管理マニュアル類を作成し、損失危険の防止を図る。

　

④  取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務執行については、組織規程、業務分掌規程、職務権限規程により効率的執行を図ると共

に、ＩＴを有効に活用する。

　

⑤  使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

使用人が法令・定款・社内諸規則を遵守し、社会倫理を尊重すべく社員行動基準を定め、内部監査室

がその行動基準の遵守状況をモニタリングする。

　

⑥  当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社グループ全体の内部統制については、経営企画部門が担当し、各子会社の内部統制体制の指導・

支援を行い、必要に応じて子会社へ往査のうえモニタリングする。

　

⑦  監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役が必要とした場合、監査職務を補助する使用人を配置する。また、使用人の異動、評価等は監査

役会の意見を尊重した上で行い、当該使用人の取締役からの独立性を確保する。

　

⑧  取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

取締役又は使用人は、監査役会に対して、法定の事項に加え、当社又は当社グループに重大な影響を

及ぼす事項、コンプライアンスに係わる事項を速やかに監査役に報告する。また、監査役から報告を求

められたときは、速やかにかつ積極的に報告する。

　

⑨  監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、代表取締役社長と定期的な意見交換会を設ける他、会計監査人、内部監査部門と情報交換

に努め、連携して監査の実効性を確保する。
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(3) リスク管理体制の整備の状況

当社は、当社が管理すべきリスクを分類し、その定義については危機管理マニュアルに規定しておりま

す。つまり、① 商品リスク、② 営業リスク、③法令違反リスク、④ 社員の不正リスク、⑤情報リスク、⑥海

外リスク、⑦事故・火災・地震リスク、⑧労使紛争リスク、⑨経営リスクであります。

リスク管理体制は、経営企画部門が全社のリスク管理を統括し、全社的なリスク管理の進捗状況を確認

し、取締役会、内部統制委員会への報告を行います。リスクの種類毎に管理を行う所管は危機管理マニュ

アルに規程し、新たなリスクが発生した場合、取締役会において所管部門を定める間、経営企画部門が所

管します。各リスク所管は、リスクの種類毎のリスク管理の実効性を高めるための企画・立案を行い、所

管するリスク管理の状況を確認把握します。取締役は、各リスク所管を担当するＧＭと協議のうえ、危機

管理マニュアルに基づき想定されるリスクに応じた有事の際の迅速かつ適切な情報伝達と緊急体制を整

備します。

当連結会計年度においては、昭島本社・昭島工場及び山梨工場の安全防災対策状況について、外部コン

サルタントによる「リスク調査」を実施し、今後の安全防災対策構築の参考といたしました。

　

(4) 役員報酬等の内容

当社の取締役報酬については、株主との利害を共有化する目的でストックオプション制度を導入し、会

社業績や企業価値との連動性を高め株主重視経営の徹底を図っております。

役員報酬は、株主総会で承認を得た金額枠内で固定額を支払っております。現在の役員報酬限度額は、

取締役については金銭報酬枠年額３億円、金銭でないものとしての報酬等10百万円、監査役については金

銭報酬枠年額75百万円となっております。

なお、当社は、既に役員退職慰労金制度を廃止しております。

当期における当社役員報酬の内容は、次のとおりであります。

取締役に支払った報酬 133,554千円

監査役に支払った報酬 23,200千円

なお、平成17年６月21日に開催された第75期定時株主総会で、役員退職慰労金制度廃止に伴う役員退職

金打ち切り支給が決議されましたが、同総会で取締役会へ支払時期等を一任された未払役員退職慰労金

のうち、退任取締役２名に対して32,976千円を支払っております。

　

(5) 監査報酬の内容

①  当社及び当社の子法人が会計監査人に
支払うべき報酬等の合計額 32,500千円

②  上記①の合計額のうち、公認会計士法
第２条第１項の業務の対価として支払
うべき合計額 17,500千円

③  上記②の合計額のうち、当社が会計監
査人に支払うべき会計監査人としての
報酬等の額 17,500千円

(注)  当社と会計監査人との間の監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の

額を区分しておりませんので、③の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含めております。

　

(6) 会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的、資本的関係又はその他の利害関係の概要

社外取締役１名は、当社との間には資本的関係又は取引関係、その他利害関係はありません。

社外監査役２名は、当社との間には資本的関係又は取引関係、その他利害関係はありません。
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(7) 会社のコーポレートガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

①  平成20年３月期は、22回の取締役会及び20回の経営会議を開催しております。

　

②  各部門の責任者が出席する「経営会議」を毎週実施し、社内での最新情報の共有化と意思疎通を図

り、経営の現状とビジネス環境の把握を行っております。

　

③  海外子会社のトップが出席する「グローバル会議」を年２回実施し、世界戦略方針の徹底と全社経

営方針の共有を諮っております。

　

④  国内機関投資家向けに、中間決算及び最終決算発表後、説明会を実施、さらに、機関投資家への個別説

明も実施しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

　

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び第77期事業年度(平成18年４

月１日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19

年４月１日から平成20年３月31日まで)及び第78期事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日ま

で)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、

新日本監査法人の監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,695,741 2,908,705

　２　受取手形及び売掛金 ※３ 1,995,385 1,833,413

　３　たな卸資産 1,705,331 1,235,300

　４　繰延税金資産 145,665 13,048

　５　その他 169,249 378,122

　　　貸倒引当金 △8,798 △6,277

　　　流動資産合計 5,702,57447.6 6,362,31354.3

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 ※１ 5,692,644 5,626,272

　　(2) 機械装置及び運搬具 1,543,974 1,534,635

    (3) 建設仮勘定 ─ 171,994

　　(4) その他 414,894 413,783

　　　　減価償却累計額 △4,172,9723,478,541 △4,459,2773,287,409

　　(5) 土地 ※１ 1,444,289 1,454,819

　　　有形固定資産合計 4,922,83141.1 4,742,22840.5

　２　無形固定資産

　　(1) その他 228,756 175,668

　　　無形固定資産合計 228,7561.9 175,6681.5

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 ※４ 661,319 106,528

　　(2) 繰延税金資産 222,657 1,022

　　(3) その他 254,911 338,667

　　　　貸倒引当金 △11,777 △11,777

　　　投資その他の資産合計 1,127,1119.4 434,4413.7

　　　固定資産合計 6,278,69952.4 5,352,33745.7

　　　資産合計 11,981,274100.0 11,714,650100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 657,143 548,548

　２　短期借入金 450,000 2,350,000

　３　１年以内返済予定
　　　長期借入金

※１ 488,773 355,122

　４　未払法人税等 59,192 13,376

　５　賞与引当金 120,000 107,000

  ６  役員賞与引当金 17,000 ─

　７　その他 276,297 245,752

　　　流動負債合計 2,068,40717.3 3,619,79830.9

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※１ 1,123,798 738,676

　２  リース債務 ─ 110,744

  ３  繰延税金負債 13,991 30,256

　４　退職給付引当金 202,513 223,146

　５　未払役員退職慰労金 311,050 278,074

　　　固定負債合計 1,651,35313.8 1,380,89711.8

　　　負債合計 3,719,76131.0 5,000,69642.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,998,70016.7 1,998,70017.1

　２　資本剰余金 2,953,70024.7 2,953,70025.2

　３　利益剰余金 3,550,82529.6 2,134,98418.2

　４　自己株式 △481,141△4.0 △481,255△4.1

　　　株主資本合計 8,022,08467.0 6,606,12956.4

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

66,6950.6 30,7910.2

　２　為替換算調整勘定 172,7331.4 70,2790.6

　　　評価・換算差額等合計 239,4282.0 101,0710.8

Ⅲ　新株予約権 ― ― 6,7540.1

　　　純資産合計 8,261,51369.0 6,713,95457.3

　　　負債純資産合計 11,981,274100.0 11,714,650100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日  
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日  
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 8,329,063100.0 6,083,320100.0

Ⅱ　売上原価 5,277,54663.4 4,731,32577.8

　　　売上総利益 3,051,51636.6 1,351,99422.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　荷造運搬費 128,263 56,165

  ２  役員報酬 ― 141,550

　３　給与・賞与 705,037 575,450

　４　賞与引当金繰入額 30,600 23,882

　５　役員賞与引当金繰入額 17,000 ―

　６　退職給付費用 17,670 36,844

　７　減価償却費 114,740 136,755

　８　研究開発費 ※１ 706,968 556,716

　９　その他 812,4542,532,73530.4 739,8412,267,20637.2

　　　営業利益又は
      営業損失(△)

518,7806.2 △915,212△15.0

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 8,688 10,121

　２　受取賃貸料 19,807 20,194

　３　為替差益 3,510 ―

  ４  業務受託収入 ― 9,354

  ５  設備負担金受入収入 ― 7,623

　６　その他 34,037 66,0440.8 26,799 74,0931.2

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 36,313 34,492

　２　コミットメントライン
      費用

― 2,626

　３　為替差損 ― 94,637

　４　持分法による投資損失 ― 124,377

　５　その他 7,310 43,6230.5 6,032 262,1664.3

　　　経常利益又は
      経常損失(△)

541,2026.5 △1,103,285△18.1
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　 前連結会計年度
(自　平成18年４月１日  
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日  
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　貸倒引当金戻入益 ― 1,422

　２　固定資産売却益 ※２ ― 3,085

　３　投資有価証券売却益 ― 9,000

  ４  営業譲渡益 ─ ─ ─ 229,659243,1684.0

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※３ ― 103

　２　固定資産除却損 ※４ 2,488 18,972

　３　貸倒引当金繰入額 280 ─

　４　会員権等評価損 ― 2,7680.0 15,650 34,7250.6

　　　税金等調整前
　　　当期純利益又は
      税金等調整前
      当期純損失(△)

538,4336.5 △894,843△14.7

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

183,690 30,386

　　　法人税等還付金 ― △29,887

      過年度法人税等 ― 7,061

　　　法人税等調整額 13,869197,5592.4 394,035401,5966.6

　　　当期純利益又は
      当期純損失(△)

340,8734.1 △1,296,439△21.3
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,998,700 2,953,700 3,368,329 △480,415 7,840,313

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― △132,377 ― △132,377

　役員賞与 ― ― △26,000 ― △26,000

　当期純利益 ― ― 340,873 ― 340,873

　自己株式の取得 ― ― ― △725 △725

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

― ― 182,496 △725 181,770

平成19年３月31日残高(千円) 1,998,700 2,953,700 3,550,825 △481,141 8,022,084

　

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 82,194 128,527 210,722 8,051,035

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― ― △132,377

　役員賞与 ― ― ― △26,000

　当期純利益 ― ― ― 340,873

　自己株式の取得 ― ― ― △725

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△15,498 44,205 28,706 28,706

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△15,498 44,205 28,706 210,477

平成19年３月31日残高(千円) 66,695 172,733 239,428 8,261,513
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,998,700 2,953,700 3,550,825 △481,141 8,022,084

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― △91,637 ― △91,637

　当期純損失 ― ― △1,296,439 ― △1,296,439

　新規連結子会社に伴う減少高 ― ― △27,763 ― △27,763

　自己株式の取得 ― ― ― △114 △114

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

― ― △1,415,840 △114 △1,415,955

平成20年３月31日残高(千円) 1,998,700 2,953,700 2,134,984 △481,255 6,606,129

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計

平成19年３月31日残高(千円) 66,695 172,733 239,428 ― 8,261,513

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― ― ― △91,637

　当期純損失 ― ― ― ― △1,296,439

　新規連結子会社に伴う減少高 ― ― ― ― △27,763

　自己株式の取得 ― ― ― ― △114

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△35,903 △102,453 △138,357 6,754 △131,602

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△35,903 △102,453 △138,357 6,754 △1,547,558

平成20年３月31日残高(千円) 30,791 70,279 101,071 6,754 6,713,954
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日  
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日  
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益
　　　又は税金等調整前当期純損失

538,433 △894,843

　２　減価償却費 496,431 492,961

　３　賞与引当金の増減額(減少：△) △10,000 △13,000

　４　役員賞与引当金の増減額(減少：△) 17,000 △17,000

　５　退職給付引当金の増減額(減少：△) 10,830 20,633

　６　受取利息及び受取配当金 △15,942 △17,276

　７　支払利息 36,313 34,492

　８　為替差損益(差益：△) 5,112 8,030

　９　持分法による投資損失 ― 124,377

　10　営業譲渡益 ― △229,659

　11　売上債権増減額(増加：△) 1,120,379 161,925

　12　たな卸資産増減額(増加：△) △800,871 470,707

　13　仕入債務増減額(減少：△) △572,261 △54,948

　14　前受金の増減額(減少：△) △2,192 8,900

  15  未払役員退職慰労金の増減額(減少：△) ― △32,976

　16　役員賞与の支払額 △26,000 ―

　17　その他 △122,616 △31,347

　　　　小計 674,615 30,978

　18　利息及び配当金の受取額 15,883 16,477

　19　利息の支払額 △35,444 △34,154

　20　法人税等の支払額 △352,309 △63,340

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 302,744 △50,038

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　定期預金の預入による支出 △64 △510,006

　２　定期預金の払戻による収入 ― 2,512

　３　投資有価証券の取得による支出 △14,085 ―

　４　投資有価証券の売却による収入 ― 309,000

　５　有形固定資産の取得による支出 △280,916 △281,263

　６　有形固定資産の売却による収入 ― 5,943

　７　無形固定資産の取得による支出 △157,504 △8,668

　８　子会社に対する増資による支出 △129,934 ―

　９　関係会社の設立による支出 ― △300,000

　10　営業譲渡による収入 ― 135,094

　11　その他投資の増減額(増加：△) △9,190 33,886

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △591,697 △613,501

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　短期借入れによる収入 300,000 2,200,000

　２　短期借入金の返済による支出 △1,519,861 △300,000

　３　長期借入れによる収入 700,000 ―

　４　長期借入金の返済による支出 △609,431 △518,773

　５　自己株式の取得による支出 △725 △114

　６　リース債務の返済による支出 ― △10,679

　７　親会社による配当金の支払額 △132,268 △91,095

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △1,262,285 1,279,337

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 5,196 △49,880

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(減少：△) △1,546,042 565,916

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 3,095,669 1,549,626

Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金同等物の
　　増減額（減少：△）

― 139,553

Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,549,626 2,255,096
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数

  連結子会社数　３社

連結子会社名はマイポックス・イ

ンターナショナル・コーポレーショ

ン、マイポックス・マレーシア・セ

ンドリアン・バハード、マイポック

ス・プレシジョン・ポリッシング・

プロダクト(上海)コーポレーション

であります。　

(1) 連結子会社の数

すべての子会社を連結しておりま

す。

  連結子会社数　５社

連結子会社名はマイポックス・イ

ンターナショナル・コーポレーショ

ン、マイポックス・マレーシア・セ

ンドリアン・バハード、マイポック

ス・プレシジョン・ポリッシング・

プロダクト(上海)コーポレーショ

ン、マイポックス・プレシジョン・

ポリッシング・プロダクト(天津)

コーポレーション、マイポックス・

シンガポール・プライベート・リミ

テッドであります。　

なお、マイポックス・プレシジョ

ン・ポリッシング・プロダクト(天

津)コーポレーションについては、重

要性が増加したことから、当連結会

計年度から連結子会社に含めること

といたしました。

(2) 主要な非連結子会社名

マイポックス・プレシジョン・ポ

リッシング・プロダクト(天津)コー

ポレーション

―――――

  （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、小規模であり、総

資産、売上高、当期純損益及び利益剰

余金等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためで

あります。

 

２　持分法の適用に関する事

項

――――― (1) 持分法を適用した関連会社  １社

すべての関連会社について持分法

を適用しております。

関係会社名

ＪＭエナジー株式会社

ＪＭエナジー株式会社は平成19年

８月に50％出資の合弁企業として設

立したため、当連結会計年度から持

分法適用関連会社となっておりま

す。
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(2) 持分法を適用していない非連結子

会社

マイポックス・プレシジョン・ポ

リッシング・プロダクト(天津)コー

ポレーション

  （持分法を適用しない理由）

持分法を適用していない非連結子

会社は、当期純損益及び利益剰余金

等からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲から

除外しております。

―――――

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のマイポックス・イン

ターナショナル・コーポレーション及

びマイポックス・マレーシア・センド

リアン・バハード、マイポックス・プ

レシジョン・ポリッシング・プロダク

ト(上海)コーポレーションの決算日は

12月31日であります。

連結決算日現在で実施した決算に準

じた仮決算に基づく財務諸表を使用し

ております。

連結子会社のマイポックス・イン

ターナショナル・コーポレーション及

びマイポックス・マレーシア・センド

リアン・バハード、マイポックス・プ

レシジョン・ポリッシング・プロダク

ト(上海)コーポレーション、マイポッ

クス・プレシジョン・ポリッシング・

プロダクト(天津)コーポレーション、

マイポックス・シンガポール・プライ

ベート・リミテッドの決算日は12月31

日であります。

連結決算日現在で実施した決算に準

じた仮決算に基づく財務諸表を使用し

ております。

４　会計処理基準に関する事

項

　(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

イ．有価証券

その他有価証券

(イ)時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、部分純

資産直入法により処理し、売却原

価は、移動平均法により算定)

イ．有価証券

その他有価証券

(イ)時価のあるもの

同左

(ロ)時価のないもの

移動平均法に基づく原価法

(ロ)時価のないもの

同左

ロ．デリバティブ取引

時価法

ロ．デリバティブ取引

同左

ハ．たな卸資産 ハ．たな卸資産

(イ)製品、商品(機械を除く)、半製品、

仕掛品及び原材料

(イ)製品、商品(機械を除く)、半製品、

仕掛品及び原材料

  当社は総平均法に基づく原価

法

連結子会社においては、先入先

出法等による低価法

同左

(ロ)商品(機械)

個別法に基づく原価法

(ロ)商品(機械)

同左

(ハ)貯蔵品

先入先出法に基づく原価法

(ハ)貯蔵品

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

イ．有形固定資産

当社は定率法

　但し、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備は除く)に

ついては定額法

　連結子会社においては、所在地国

の会計基準の規定に基づく定額法

  なお、主な耐用年数は、次のとお

りであります。

建物及び構築物　　  ３年～50年

機械装置及び運搬具  ２年～20年

工具器具備品　　 　 ２年～20年

イ．有形固定資産

同左

――――― （会計処理の変更）

  法人税法の改正((所得税法等の

一部を改正する法律  平成19年３

月30日  法律第６号)及び(法人税

法施行令の一部を改正する政令  

平成19年３月30日  政令第83号))

に伴い、当連結会計年度から、平成

19年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に

基づく方法に変更しております。

  この結果、減価償却費が4,919千

円増加し、営業損失、経常損失及び

税金等調整前当期純損失はそれぞ

れ同額増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影

響は当該箇所に記載しておりま

す。

――――― （追加情報）

  当連結会計年度から、平成19年

３月31日以前に取得したものにつ

いては、償却可能限度額まで償却

した翌年から５年間で均等償却す

る方法によっております。

  当該変更に伴い、減価償却費が

5,928千円増加し、営業損失、経常

損失及び税金等調整前当期純損失

はそれぞれ同額が増加しておりま

す。

　なお、セグメント情報に与える影

響は当該箇所に記載しておりま

す。

ロ．無形固定資産

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアに

ついては社内における見込利用可

能期間(５年)に基づく定額法

ロ．無形固定資産

同左

ハ．長期前払費用

定額法

ハ．長期前払費用

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基

準

イ．貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

イ．貸倒引当金

同左

ロ．賞与引当金

　当社は従業員の賞与の支払に充

てるため、将来の支給見込額のう

ち当連結会計年度の負担額を計上

しております。

ロ．賞与引当金

同左

ハ．役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支

出にあてるため、支給見込額に基

づき当連結会計年度に見合う分を

計上しております。

ハ．役員賞与引当金

  役員に対して支給する賞与の支

出にあてるため、当連結会計年度

における支給見込額に基づき、当

連結会計年度に見合う分を計上し

ております。

  なお、当連結会計年度に係る役

員賞与は支給しないため、当連結

会計年度においては役員賞与引当

金は計上しておりません。

（会計処理の変更）

  当連結会計年度から「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準委員会　平成17年11月29日　企業

会計基準第４号）を適用しており

ます。これにより、役員賞与につい

ては、従来、利益処分により株主総

会の決議を経て未処分利益の減少

としておりましたが、当連結会計

年度より発生時に費用処理してお

ります。

　この結果、従来の方法と比べ、営

業利益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益はそれぞれ17,000千

円減少しております。

  なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。

―――――

ニ．退職給付引当金

　当社は従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発

生していると認められる額を計上

しております。

ニ．退職給付引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。

　なお、在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期中平

均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めております。

同左

　(5) 重要なリース取引の処

理方法

　当社はリース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっており、在外連

結子会社については、主として通常の

売買取引に準じた会計処理によってお

ります。

同左

　(6) 重要なヘッジ会計の方

法

イ．ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採

用しております。

なお、金利スワップについて特

例処理の要件を満たしている場合

は、特例処理を採用しております。

イ．ヘッジ会計の方法

同左

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を

適用したヘッジ手段とヘッジ対象

は、次のとおりであります。

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

ハ．ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権限

規程及び当社内規に基づき、ヘッ

ジ対象に係る金利変動リスクを一

定の範囲内でヘッジしておりま

す。

ハ．ヘッジ方針

同左

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計又は相場変動を半期毎

に比較し、両者の変動額等を基礎

にして、ヘッジ有効性を評価して

おります。

但し、特例処理によっている金

利スワップについては、有効性の

評価を省略しております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

同左

　(7) その他連結財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理の方法

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理の方法

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金及び随時引き出し可能な預金で

あり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。

同左
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会計処理の変更

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等)

  当連結会計年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成17年12月９日　企業会計

基準適用指針第８号）を適用しており

ます。

  従来の資本の部の合計に相当する金

額は8,261,513千円であります。

  なお、連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結財務

諸表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。

―――――

(たな卸資産廃棄損)   従来、たな卸資産廃棄損は特別損失

として処理しておりましたが、当連結

会計年度より売上原価として処理する

方法に変更いたしました。

  この変更は、在庫水準の適正管理を

徹底してきたことにより、廃棄対象と

なるたな卸資産が経常的に発生される

ものに限定され、その原価性が明瞭に

なったことによるものであります。

  この変更により、従来の方法によっ

た場合と比較して、売上原価は16,731

千円増加し、営業利益及び経常利益は

それぞれ同額減少しておりますが、特

別損失も同額減少しているため、税金

等調整前当期純利益に対する影響はあ

りません。

  なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。

―――――
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表示方法の変更

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(連結損益計算書関係) ―――――   前連結会計年度まで販売費及び一般

管理費の「給与・賞与」に含めて表示

しておりました「役員報酬」は、表示

を明瞭にするため区分掲記しておりま

す。

  なお、前連結会計年度における「役

員報酬」の金額は155,750千円であり

ます。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

　　(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 438,904千円

土地 458,937千円

　

　　(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 379,727千円

土地 458,937千円

　

　　(2) 上記に対応する債務

１年以内返済予定

長期借入金
58,440千円

長期借入金 238,760千円

　

　　(2) 上記に対応する債務

１年以内返済予定

長期借入金
58,440千円

長期借入金 180,320千円

　

　２　手形割引高

受取手形割引高 299,984千円

─────

※３　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含

まれております。

受取手形 26,764千円

─────　

※４　非連結子会社に対するものは、次のとおりでありま

す。

投資有価証券(株式) 194,245千円

　

※４　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

投資有価証券(株式) ―千円

　

  ５  コミットメントライン契約

当社及び連結子会社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行みずほ銀行と貸出

コミットメント契約を締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は、次のとおりでありま

す。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 1,000,000千円

  ５  コミットメントライン契約

当社及び連結子会社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため取引銀行みずほ銀行と貸出

コミットメント契約を締結しております。

当連結会計年度末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は、次のとおりでありま

す。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 600,000千円

差引額 400,000千円
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(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
706,968千円

　

※１　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる

研究開発費
556,716千円

　

───── ※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 3,085千円

───── ※３　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

その他 103千円

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 1,139千円

機械装置及び運搬具 532千円

その他 816千円

計 2,488千円

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 11,571千円

機械装置及び運搬具 7,044千円

その他 356千円

計 18,972千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

  前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,696,320 ― ― 10,696,320
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 513,458 900 ― 514,358
　

(変動事由の概要) 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　 単元未満株式の買取りによる増加　　 900株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、残高はありません。

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成18年６月28日
定時株主総会

普通株式 132,377 13.00平成18年３月31日 平成18年６月29日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月21日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 91,637 9.00平成19年３月31日 平成19年６月22日
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  当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 10,696,320 ― ― 10,696,320
　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 514,358 270 ― 514,628
　

(変動事由の概要) 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　 単元未満株式の買取りによる増加　　 270株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
(千円)前連結会計

年度末
増加 減少

当連結会計
年度末

提出会社
平成19年ストック・
オプションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― 6,754

合計 ― ― ― ― 6,754

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月21日
定時株主総会

普通株式 91,637 9.00平成19年３月31日 平成19年６月22日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 50,908 5.00平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,695,741千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△146,114千円

現金及び現金同等物 1,549,626千円

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,908,705千円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△653,608千円

現金及び現金同等物 2,255,096千円

―――――   ２  重要な非資金取引の内容

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス

・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞ

れ156,224千円（10,204千人民元）であります。
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(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械装置
及び運搬具

1,037,020474,950562,069

その他
(工具器具備品)

198,566128,19970,367

合計 1,235,586603,149632,437

　

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械装置
及び運搬具

1,107,390645,241462,148

その他
(工具器具備品)

157,266131,95025,316

合計 1,264,656777,192487,464

　

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 208,757千円

１年超 447,472千円

合計 656,230千円

　

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 199,151千円

１年超 308,666千円

合計 507,817千円

　

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　支払リース料 230,568千円

　減価償却費相当額 210,394千円

　支払利息相当額 19,931千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　支払リース料 235,852千円

　減価償却費相当額 215,342千円

　支払利息相当額 17,069千円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

　

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

　(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

　(5) 利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前連結会計年度 （平成19年３月31日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

(1) 株式 25,237 137,709 112,472

合計 25,237 137,709 112,472

　

２　時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

種類 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式
329,365

子会社株式

非上場株式
194,245

　

当連結会計年度 （平成20年３月31日現在）

１　その他有価証券で時価のあるもの

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)

種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

(1) 株式 25,237 77,163 51,925

合計 25,237 77,163 51,925

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

種類
売却額
(千円)

売却益の合計額
(千円)

(1) 株式 309,000 9,000

合計 309,000 9,000

　

３　時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

種類 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券

非上場株式
29,365
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１　取引の内容

当社の利用しているデリバティブ取引は、金利関連であり金利スワップ取引であります。

２　取引に対する取組方針

当社のデリバティブ取引は、主に将来の金利変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。

３　取引の利用目的

当社のデリバティブ取引は、主に金利関連であり借入金利の将来の金利市場における利率上昇による変

動リスクを回避する目的で利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

ヘッジ方針

ヘッジ対象に係る金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計又は相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。

但し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

４　取引に係るリスクの内容

金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクはほとんどないと認識しております。

また、当社のデリバティブ取引の相手方は格付けの高い銀行・証券会社に限られており、取引相手方の債

務不履行による損失の発生は予想しておりません。

５　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当部門の承認を得て行っております。

　

２　取引の時価等に関する事項

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

日本ミクロコーティング株式会社(E01218)

有価証券報告書

 65/117



当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

　
当連結会計年度

(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　取引の内容

当社の利用しているデリバティブ取引は、金利関連であり金利スワップ取引であります。

２　取引に対する取組方針

当社のデリバティブ取引は、主に将来の金利変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は行

わない方針であります。

３　取引の利用目的

当社のデリバティブ取引は、主に金利関連であり借入金利の将来の金利市場における利率上昇による変

動リスクを回避する目的で利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

なお、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合には、特例処理を採用しております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

ヘッジ方針

ヘッジ対象に係る金利変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。

ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累

計又は相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。

但し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

４　取引に係るリスクの内容

金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクはほとんどないと認識しております。

また、当社のデリバティブ取引の相手方は格付けの高い銀行・証券会社に限られており、取引相手方の債

務不履行による損失の発生は予想しておりません。

５　取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当部門の承認を得て行っております。

　

２　取引の時価等に関する事項

当社グループは、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しているので、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成20年３月31日現在）

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度

を設けております。

１　採用している退職給付制度の概要

  当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制

度及び退職一時金制度を設けております。

  当社グループの加入する厚生年金基金(代行部分

を含む)は総合設立方式であり、自社の拠出に対応す

る年金資産の額を合理的に計算することができない

ため、退職給付に係る会計基準(企業会計審議会:平

成10年６月16日)注解12(複数事業主制度の企業年金

について)により、年金基金への要拠出額を退職給付

費用として処理しております。

  なお、当該年金基金の年金資産総額のうち、平成19

年３月31日現在の加入人数割合を基準として計算し

た当社グループ分の年金資産額は、745,233千円であ

ります。

要拠出額を退職給付費用として処理している複数事

業主制度に関する事項

  (1) 制度全体の積立状況に関する事項(平成19年３月

31日現在)

年金資産の額 11,429,966千円

年金財政計算上の
給付債務の額

11,855,212千円

差引額 △425,245千円

  (2) 制度全体に占める当社グループの加入人数割合

(平成19年３月31日現在)                6.52％

  (3) 補足説明

上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上

の過去勤務債務残高 2,418,772千円(及び別途積

立金 1,993,526千円)である。本制度における過去

勤務債務の償却方法は基本部分11年、加算部分16

年元利均等償却であり、当社グループは、当期の連

結財務諸表上、特別掛金を費用計上しております。

なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負

担割合とは一致いたしません。

２　退職給付債務に関する事項

退職給付引当金 202,513千円

　　(注)　当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を

採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

(1) 退職給付債務 223,146千円

(2) 退職給付引当金 223,146千円

　　(注)　当社は、退職給付債務の算定方法として簡便法を

採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

(自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日)

(1) 勤務費用 37,798千円

(2) 退職給付費用 37,798千円

　

３　退職給付費用に関する事項

(自 平成19年４月１日　至 平成20年３月31日)

(1) 勤務費用 92,171千円

(2) 退職給付費用 92,171千円

　　(注)　当社は、総合設立型の厚生年金基金にかかる要拠

出額は勤務費用に含めております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

該当事項はありません。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

同左

 (追加情報)

  当連結会計年度より、「『退職給付に係る会計基

準』の一部改正（その２）」（企業会計基準第14号

　平成19年５月15日）を適用しております。

　

EDINET提出書類

日本ミクロコーティング株式会社(E01218)

有価証券報告書

 67/117



(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

ストック・オプションの内容、規模及び変動状況

１　ストック・オプションの内容

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年６月21日

付与対象者の区分及び数
当社の取締役     ４名

当社の従業員     24名

ストック・オプションの数 (注) 普通株式    109,000株

付与日 平成18年２月８日

権利確定条件 付与日以降権利確定日まで継続して勤務していること。

対象勤務期間 対象勤務期間は定めておりません。

権利行使期間
自  平成18年２月８日

至  平成19年７月31日

(注)  株式数に換算して記載しております。

　

２　ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数に

ついては、株式数に換算して記載しております。

(1) ストック・オプションの数

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年６月21日

権利確定前              

  前連結会計年度末 (株) ─

  付与 (株) ─

  失効 (株) ─

  権利確定 (株) ─

  未確定残 (株) ─

権利確定後

  前連結会計年度末 (株) 109,000

  権利確定 (株) ─

  権利行使 (株) ─

  失効 (株) ─

  未行使残 (株) 109,000

(注)  権利行使期間の前日を権利確定日とみなしております。

　

(2) 単価情報

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年６月21日

権利行使価格 (円) 900

行使時平均株価 (円) ─

付与日における公正な評価単価 (円) ─
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　当該連結会計年度における費用計上額及び科目名

売上原価 2,107千円

販売費及び一般管理費 4,647千円

　

２  ストック・オプションの内容、規模及び変動状況  

(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年６月21日 平成19年６月21日

付与対象者の区分及び数
当社の取締役     ４名

当社の従業員     24名

当社の取締役     ６名

当社の従業員     45名

ストック・オプションの数 (注) 普通株式    109,000株普通株式    145,000株

付与日 平成18年２月８日 平成19年10月１日

権利確定条件
付与日以降権利確定日まで継

続して勤務していること。
同左

対象勤務期間
対象勤務期間は定めておりま

せん。
同左

権利行使期間
自  平成18年２月８日

至  平成19年７月31日

自  平成20年２月１日

至  平成22年７月31日

(注)  株式数に換算して記載しております。

　

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については、株式数に換算して記載しております。

①  ストック・オプションの数

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年６月21日 平成19年６月21日

権利確定前              

  前連結会計年度末 (株) ─ ―

  付与 (株)                    ─ 145,000

  失効 (株) ─ 9,500

  権利確定 (株)                    ─ 135,500

  未確定残 (株)                    ─ ―

権利確定後

  前連結会計年度末 (株) 109,000 ─

  権利確定 (株)                    ─ 135,500

  権利行使 (株)                    ─ ―

  失効 (株) 109,000 17,000

  未行使残 (株)                    ─ 118,500

(注)  権利行使期間の前日を権利確定日とみなしております。
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②  単価情報

会社名 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年６月21日 平成19年６月21日

権利行使価格 (円) 900 484

行使時平均株価 (円) ― ―

付与日における公正な評価単価 (円) ― 57

　

３  連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 使用した算定技法

ブラックショールズ式

　

(2) 使用した算定技法

①  株価変動性 37.075％

平成18年３月１日～平成19年10月１日の株価実績に基づき算定しております。

　

②  予想残存期間 1.583年

十分なデータの蓄積が無く、合理的な見積が困難であるため、権利行使期間の中間点において行

使されるものとして推定して見積もっております。

　

③  予想配当 ９円／株

平成19年３月期の配当実績によります。

　

④  無リスク利子率 0.777％

予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りであります。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度

（平成19年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成20年３月31日現在）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

未実現たな卸資産売却益 54,568千円

未払事業税 6,299千円

未払役員退職慰労金 126,597千円

退職給付引当金 82,422千円

賞与引当金 48,840千円

その他 95,369千円

繰延税金資産合計 414,098千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

未実現たな卸資産売却益 13,373千円

未払役員退職慰労金 113,176千円

退職給付引当金 90,820千円

賞与引当金 43,549千円

繰越欠損金 197,584千円

繰越外国税額控除 77,331千円

営業譲渡益 71,478千円

持分法による投資損失 50,621千円

その他 149,900千円

繰延税金資産合計 807,836千円

評価性引当額 △793,765千円

繰延税金資産合計 14,070千円

　

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △45,775千円

その他 △13,991千円

繰延税金負債合計 △59,767千円

繰延税金資産の純額 354,330千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △21,133千円

その他 △9,122千円

繰延税金負債合計 △30,256千円

繰延税金負債の純額 △16,185千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

交際費等永久に算入されない項目 3.5％

税額控除の適用による減額 △4.5％

在外子会社の税率差 △13.3％

受取配当金の連結消去に伴う影響 9.2％

その他 1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 36.7％

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

  税金等調整前当期純損失計上のため記載を省略し

ております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度及び当連結会計年度において当社の企業集団は、すべて同一セグメントに属するポ

リッシング製品・商品の製造・販売を行なっており、当該事業以外のものがないため事業の種類別セ

グメント情報の記載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

日本
(千円)

北米
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

6,067,191845,5921,416,2798,329,063 ― 8,329,063

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

1,046,72269,904545,8391,662,466  (1,662,466)―

計 7,113,914915,4971,962,1189,991,530 (1,662,466)8,329,063

営業費用 5,980,572935,1081,796,8068,712,487(902,204)7,810,282

営業利益又は
営業損失(△)

1,133,341△ 19,611165,3121,279,042(760,261)518,780

Ⅱ　資産 10,800,165542,7611,473,99512,816,922(835,648)11,981,274

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北　米　……　アメリカ

(2) アジア　……　マレーシア・中国・その他アジア諸国

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は790,281千円であり、その主なものは、

親会社の管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は727,385千円であり、その主なものは、親会社での余

資運用資金(預金)、長期投資資金(投資有価証券等)及び管理部門に係る資産であります。

５  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４ (3) ハ．役員賞与引当金の記載のとおり、従来、利

益処分により株主総会の決議を経て未処分利益の減少としておりましたが、当連結会計年度より発生時に費

用処理しております。

  この結果、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度における営業費用は、「日本」が17,000千

円増加し、営業利益は同額減少しております。

６  「会計処理の変更」たな卸資産廃棄損の記載のとおり、従来、たな卸資産廃棄損は特別損失として処理してお

りましたが、当連結会計年度より売上原価として処理する方法に変更いたしました。

  この結果、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度における営業費用は、「日本」が16,731千

円増加し、営業利益は同額減少しております。
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

日本
(千円)

北米
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

3,964,542658,1291,460,6476,083,320 ― 6,083,320

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

611,97526,495348,133986,604  (986,604) ―

計 4,576,518684,6241,808,7817,069,924 (986,604)6,083,320

営業費用 5,006,257700,5761,768,2177,475,051(476,519)6,998,532

営業利益又は
営業損失(△)

△ 429,738△ 15,95240,563△ 405,127(510,084)△ 915,212

Ⅱ　資産 10,933,248337,1441,289,01712,559,410(844,759)11,714,650

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北　米　……　アメリカ

(2) アジア　……　マレーシア・中国・その他アジア諸国

３　営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は640,831千円であり、その主なものは、

親会社の管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は854,330千円であり、その主なものは、親会社での余

資運用資金(預金)、長期投資資金(投資有価証券等)及び管理部門に係る資産であります。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、平成19年４月１

日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく償却方法に変更しております。これに伴

い、従来の方法によった場合と比較して、「日本」地域の営業費用が4,919千円増加し、営業損失が同額増加し

ております。

６　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、平成19年３月31

日以前に取得した有形固定資産について、償却可能限度額まで償却した翌年から５年間で均等償却する方法

によっております。これに伴い、従来の方法によった場合と比較して、「日本」地域の営業費用が5,928千円増

加し、営業損失が同額増加しております。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 744,949 2,155,150 71,397 2,971,496

Ⅱ　連結売上高(千円) ― ― ― 8,329,063

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

8.9 25.9 0.9 35.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米　　　　　……　アメリカ

　(2) アジア　　　　……　マレーシア・中国・その他アジア諸国

　(3) その他の地域　……　ヨーロッパ他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 618,874 1,445,004 62,699 2,126,579

Ⅱ　連結売上高(千円) ─ ─ ─ 6,083,320

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

10.2 23.8 1.0 35.0

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　(1) 北米　　　　　……　アメリカ

　(2) アジア　　　　……　マレーシア・中国・その他アジア諸国

　(3) その他の地域　……　ヨーロッパ他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

子会社等

属性
会社等
の名称

住所 資本金
主要な事業
の内容

議決等
の所有
割合

関係内容 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

子会社 M.I.B.中国天津市
1,640
千米ドル

ポリッシ
ング製品

直接
100％

当社ポリッシ
ング製品の材
料加工。
役員の兼任３
人あり。

商品の売上 153 ― ―

原材料の仕入 636 ― ―

増資の引受 129,934
投資
有価証券

194,245

(注) １  上記子会社の名称は下記のとおりであります。

    M.I.B. マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・プロダクト(天津)コーポレーション

　

２  (取引条件及び取引条件の決定方針等)

    ① 海外取引のため、取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

    ② 市場価格等を勘案して合理的に決定しております。

    ③ 増資の引受は、上記子会社の増資を引受けたものであります。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

子会社等

属性
会社等
の名称

住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決等
の所有
割合

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連
会社

ＪＭエ
ナジー
㈱

山梨県
北杜市

300
キャパシタ及び
モジュールの
製造・加工・販売

直接
50％

当社製品の販売
及び製造受託。
役員の兼任２人
あり。

製品商品の
売上

76,761売掛金 59,665

営業譲渡益 405,282

未収入金 141,848

長期
未収入金

141,848

固定資産の
譲渡

89,017未収入金 93,613

業務
受託収入

9,354未収入金 2,591

出資 300,000
投資　　有
価証券

―

(注)  (取引条件及び取引条件の決定方針等)

① 取引金額については消費税等が含まれておらず、期末残高については消費税等が含まれております。

② 製品・商品の販売につきましては、当社の総原価を検討の上、決定しております。

③ 営業譲渡につきましては、当社のキャパシタ部門を譲渡したものであり、当社の算定した対価に基づき交渉の

上、決定しております。

④ 固定資産の譲渡につきましては、当社の帳簿価格で売却したものであります。

⑤ 出資は、上記関連会社の設立によるものであります。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 (事業分離)

１  分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む

事業分離の概要

(1) 分離先企業の名称

ＪＭエナジー株式会社

　

(2) 分離した事業の内容

①  キャパシタ及びモジュールの製造、加工及び販売

②  キャパシタ関連製品の製造、加工及び販売

③  キャパシタ及びモジュールの研究開発

　

(3) 事業分離を行った主な理由

キャパシタ、モジュール及び同関連製品について、ＪＳＲ株式会社と共同で新会社を運営し、リチウ

ムイオンキャパシタの優位性が発揮できる有望な分野に集中してマーケティングを実施し、早期の事

業立ち上げを目指すためであります。

　

(4) 事業分離日

平成19年８月１日（事業譲渡日）

　

(5) 事業分離の概要

事業譲渡

　

２  事業の事業別セグメントにおいて、分離した事業が含まれていた事業区分の名称

ポリッシング製品事業

　

３  実施した会計基準の概要

(1) 会計処理

譲渡金額と適正な帳簿価額との差額を移転損益として認識する処理を実施しております。

営業譲渡益229,659千円を計上しております。

　

(2) 当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高    13,713千円

営業損失  51,102千円
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　 811円38銭 １株当たり純資産額　　　 　　　　　　　　658円75銭

１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　33円47銭 １株当たり当期純損失　　 　　　　　　　　127円32銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

  潜在株式調整後１株当

たり当期純利益について

は、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しな

いため、記載しておりま

せん。

　

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

  潜在株式調整後１株当

たり当期純利益について

は１株当たり当期純損失

であるため、記載してお

りません。

　
(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額　

項目
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 8,261,513 6,713,954

普通株式に係る純資産額(千円) 8,261,513 6,707,200

差額の主な内訳(千円)

  新株予約権
─ 6,754

普通株式の発行済株式数(株) 10,696,320 10,696,320

普通株式の自己株式数(株) 514,358 514,628

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の数(株)
10,181,962 10,181,692

　

２　１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至  平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至  平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失

(△)(千円)
340,873 △1,296,439

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

(△)(千円)
340,873 △1,296,439

普通株式の期中平均株式数(株) 10,182,432 10,181,772

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要

平成17年６月21日定時株主総会

決議ストックオプション(新株

予約権)

　　　普通株式　　 109,000株

　

平成19年６月21日定時株主総会

決議ストックオプション(新株

予約権)

　　　普通株式　　 118,500株

　

EDINET提出書類

日本ミクロコーティング株式会社(E01218)

有価証券報告書

 78/117



(重要な後発事象)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――― （関係会社株式の売却）

当社は平成20年５月12日開催の取締役会において、持

分法適用関連会社であるＪＭエナジー株式会社の当社が

保有する全株式をＪＳＲ株式会社に譲渡することを決議

し、同日付で同社と「合併事業契約解約及び株式売買に

関する契約書」を締結したのち、平成20年５月20日付で

当該株式を売却いたしました。

  （理由）

基幹事業である研磨加工分野と塗布加工分野に限ら

れた経営資源を集中し早期に業績の回復を図るためで

あります。

１  売却する相手会社の名称

ＪＳＲ株式会社

２  売却の時期

平成20年５月20日

３  当該関連会社等の名称、事業内容

  (1) 当該関連会社の名称

ＪＭエナジー株式会社

  (2) 事業内容

リチウムイオンキャパシタの製造及び販売

４  売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の

持分比率

  (1) 売却する株式の数　　　               3,000株

  (2) 売却価額　　　　　　           　300,000千円

  (3) 売却益　　　　 　    　　　　　　300,000千円

  (4) 売却後の持分比率　　          　　　　　―％
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⑤ 【連結附属明細表】

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 450,000 2,350,000 1.46 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 488,773 355,122 1.37 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

1,123,798 738,676 1.47
平成22年２月  
～平成27年12月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

― ― ― ―

その他有利子負債 ― 135,848 10.16
平成20年４月  
～平成25年２月

合計 2,062,5713,579,646 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金及びその他有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予

定額は、次のとおりであります。

　

区分
１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

長期借入金 338,432 188,092 158,772 20,400

その他有利子負債 27,500 30,161 33,019 20,062

合計 365,932 218,253 191,791 40,462

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 1,329,561 2,506,178

　２　受取手形 ※５ 165,860 70,652

　３　売掛金 ※４ 1,835,763 1,689,643

　４　商品 91,420 18,110

　５　製品 132,898 106,729

　６　半製品 169,937 219,264

　７　原材料 184,868 127,020

　８　仕掛品 656,456 497,221

　９　貯蔵品 64,662 17,824

　10　前渡金 21,000 ―

　11　前払費用 41,670 20,904

　12　繰延税金資産 79,769 ―

　13　未収入金 ※４ 169,754 304,177

　14　その他 8,500 26,425

　　　貸倒引当金 △5,543 △3,379

　　　流動資産合計 4,946,58142.2 5,600,77447.5

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 ※１ 5,262,112 5,206,947

　　　　減価償却累計額 △2,610,1882,651,924 △2,802,4042,404,543

　　(2) 構築物 ※１ 225,190 225,190

　　　　減価償却累計額 △150,60674,584 △161,50363,687

　　(3) 機械及び装置 1,192,563 1,170,165

　　　　減価償却累計額 △813,244379,319 △860,003310,162

　　(4) 車両運搬具 30,624 21,855

　　　　減価償却累計額 △23,928 6,696 △18,354 3,501

　　(5) 工具器具備品 332,582 335,937

　　　　減価償却累計額 △272,21360,368 △289,14946,788

　　(6) 土地 ※１ 1,444,289 1,454,819

　　(7) 建設仮勘定 ― 1,916

　　　有形固定資産合計 4,617,18239.4 4,285,41736.4
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　２　無形固定資産

　　(1) 特許権 4,005 1,560

　　(2) ソフトウェア 221,867 171,492

　　(3) 電話加入権 1,763 1,763

　　　無形固定資産合計 227,6361.9 174,8151.5

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 467,074 106,528

　　(2) 関係会社株式 1,012,621 1,309,208

　　(3) 長期前払費用 8,661 5,564

　　(4) 繰延税金資産 221,204 ―

　　(5) 長期未収入金 ― 141,848

　　(6) 保険積立金 162,637 130,470

　　(7) ゴルフ会員権 24,143 24,143

　　(8) その他 45,830 20,584

　　　　貸倒引当金 △11,777 △11,777

　　　投資その他の資産合計 1,930,39616.5 1,726,57114.6

　　　固定資産合計 6,775,21557.8 6,186,80452.5

　　　資産合計 11,721,796100.0 11,787,579100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 692,452 532,466

　２　短期借入金 450,000 2,350,000

　３　１年以内返済予定
　　　長期借入金

※１ 488,773 355,122

　４　未払金 124,349 95,568

　５　未払費用 38,920 33,227

　６　未払法人税等 56,000 3,264

　７　前受金 ― 11,621

　８　預り金 23,205 28,893

　９　賞与引当金 120,000 107,000

　10　役員賞与引当金 17,000  ―

　11　その他 10,495 7,694

　　　流動負債合計 2,021,19617.2 3,524,85929.9

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 ※１ 1,123,798 738,676

　２  繰延税金負債 ― 21,133

　３　退職給付引当金 202,513 223,146

　４　未払役員退職慰労金 311,050 278,074

　　　固定負債合計 1,637,36114.0 1,261,02910.7

　　　負債合計 3,658,55831.2 4,785,88940.6

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 1,998,70017.1 1,998,70017.0

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 2,953,700 2,953,700

　　　　資本剰余金合計 2,953,70025.2 2,953,70025.0

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 60,000 60,000

　　(2) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 2,510,000 2,610,000

　　　　繰越利益剰余金 955,284 △176,999

　　　　利益剰余金合計 3,525,28430.0 2,493,00021.1

　４　自己株式 △481,141△4.1 △481,255△4.1

　　　株主資本合計 7,996,54268.2 6,964,14459.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

66,695 30,791

　　　評価・換算差額等合計 66,6950.6 30,7910.3

Ⅲ  新株予約権 ― ― 6,7540.1

　　　純資産合計 8,063,23868.8 7,001,69059.4

　　　負債純資産合計 11,721,796100.0 11,787,579100.0
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② 【損益計算書】
　

前事業年度
(自　平成18年４月１日  
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日  
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※１

　１　製品売上高 5,989,462 3,404,817

　２　商品売上高 1,438,5047,427,967100.01,529,2794,934,096100.0

Ⅱ　売上原価

　１　製品売上原価

　　　(1) 製品期首たな卸高 69,814 132,898

　　　(2) 当期製品製造原価 3,877,705 2,846,342

　　　　　　合計 3,947,520 2,979,241

　　　(3) 製品期末たな卸高 132,898 106,729

　　　製品売上原価 3,814,621 2,872,512

　２　商品売上原価

　　　(1) 商品期首たな卸高 43,756 91,420

　　　(2) 当期商品仕入高 ※１ 1,214,451 1,237,071

　　　　　　合計 1,258,207 1,328,491

　　　(3) 商品期末たな卸高 91,420 18,110

　　　商品売上原価 1,166,7874,981,40867.11,310,3814,182,89384.8

　　　売上総利益 2,446,55832.9 751,20315.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　販売手数料 ※１ 57,247 5,692

　２　荷造運搬費 120,960 51,077

　３　役員報酬 155,750 141,550

　４　給料・賞与 373,265 348,792

　５　賞与引当金繰入額 30,600 23,882

　６　役員賞与引当金繰入額 17,000 ―

　７　退職給付費用 17,670 36,844

　８　貸倒引当金繰入額 3,113 ―

　９　減価償却費 88,444 106,799

　10　消耗品費 32,010 19,554

　11　旅費交通費 84,330 61,130

　12　研究開発費 ※２ 697,404 542,501

　13　その他 472,9532,150,75228.9 439,9421,777,76636.0

　　　営業利益又は
      営業損失(△)

295,8054.0 △1,026,563△20.8

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 992 2,666

　２　受取配当金 ※１ 128,470 112,642

　３　受取賃貸料 7,698 7,762

　４　為替差益 16,370 ―

　５　業務受託収入 ※１ ― 9,354

　６　その他 15,859169,3902.3 20,068152,4943.1

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 34,524 34,444

　２　コミットメントライン
      費用

― 2,626

　３　為替差損 ― 81,093

　４　その他 7,204 41,7280.6 6,028 124,1922.5

　　　経常利益又は
      経常損失(△)

423,4685.7 △998,261△20.2
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　 前事業年度
(自　平成18年４月１日  
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日  
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ　特別利益

　１　貸倒引当金戻入益 ― 1,753

　２　固定資産売却益 ※３ ― 450

　３　投資有価証券売却益 ― 9,000

　４　営業譲渡益 ※１ ― ― ― 405,282416,4868.4

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産売却損 ※４ ― 103

　２　固定資産除却損 ※５ 985 9,535

　３　貸倒引当金繰入額 280 ―

　４　会員権等評価損 ― 1,2650.0 15,650 25,2880.5

　　　税引前当期純利益又は
      税引前当期純損失(△)

422,2025.7 △607,064△12.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

153,289 9,659

      法人税等還付金 ― △29,887

　　　過年度法人税等 ― 7,061

　　　法人税等調整額 12,654165,9442.3 346,749333,5826.8

　　　当期純利益又は
      当期純損失(△)

256,2583.4 △940,646△19.1

　

EDINET提出書類

日本ミクロコーティング株式会社(E01218)

有価証券報告書

 85/117



製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 2,460,15754.9 1,071,57939.2

Ⅱ　労務費 734,38416.4 680,16924.8

Ⅲ　経費 ※１ 1,287,37128.7 984,68536.0

当期総製造費用 4,481,913100.0 2,736,434100.0

期首半製品・仕掛品
たな卸高

222,185 826,394

合計 4,704,099 3,562,828

期末半製品・仕掛品
たな卸高

826,394 716,485

当期製品製造原価 3,877,705 2,846,342

　

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※　原価計算の方法

　　実際原価による組別総合原価計算を採用しておりま

す。

※　原価計算の方法

同左

※１　経費のうち主なものは、次のとおりであります。

  外注加工費 175,858千円

  消耗品費 134,055千円

  減価償却費 293,365千円

　

※１　経費のうち主なものは、次のとおりであります。

  外注加工費 52,840千円

  消耗品費 91,113千円

  減価償却費 275,608千円
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,998,700 2,953,700 2,953,700

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― ―

　役員賞与 ― ― ―

　別途積立金の積立 ― ― ―

　当期純利益 ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成19年３月31日残高(千円) 1,998,700 2,953,700 2,953,700

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 60,000 2,410,000957,4023,427,402△480,4157,899,386

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― △132,377△132,377 ― △132,377

　役員賞与 ― ― △26,000 △26,000 ― △26,000

　別途積立金の積立 ― 100,000△100,000 ― ― ―

　当期純利益 ― ― 256,258 256,258 ― 256,258

　自己株式の取得 ― ― ― ― △725 △725

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― 100,000 △2,118 97,881 △725 97,156

平成19年３月31日残高(千円) 60,000 2,510,000955,2843,525,284△481,1417,996,542

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 82,194 82,194 7,981,580

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― △132,377

　役員賞与 ― ― △26,000

　別途積立金の積立 ― ― ―

　当期純利益 ― ― 256,258

　自己株式の取得 ― ― △725

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△15,498 △15,498 △15,498

事業年度中の変動額合計(千円) △15,498 △15,498 81,657

平成19年３月31日残高(千円) 66,695 66,695 8,063,238
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,998,700 2,953,700 2,953,700

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― ―

　別途積立金の積立 ― ― ―

　当期純損失 ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ―

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成20年３月31日残高(千円) 1,998,700 2,953,700 2,953,700

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 60,000 2,510,000955,2843,525,284△481,1417,996,542

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― △91,637 △91,637 ― △91,637

　別途積立金の積立 ― 100,000△100,000 ― ― ―

　当期純損失 ― ― △940,646△940,646 ― △940,646

　自己株式の取得 ― ― ― ― △114 △114

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― 100,000△1,132,283△1,032,283 △114 △1,032,398

平成20年３月31日残高(千円) 60,000 2,610,000△176,9992,493,000△481,2556,964,144

　

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 66,695 66,695 ― 8,063,238

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 ― ― ― △91,637

　別途積立金の積立 ― ― ― ―

　当期純損失 ― ― ― △940,646

　自己株式の取得 ― ― ― △114

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△35,903 △35,903 6,754 △29,149

事業年度中の変動額合計(千円) △35,903 △35,903 6,754 △1,061,547

平成20年３月31日残高(千円) 30,791 30,791 6,754 7,001,690
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、部分純

資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算定)

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

(1) デリバティブ取引

時価法

(1) デリバティブ取引

同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品(機械を除く)、製品、半製品、

仕掛品及び原材料

総平均法に基づく原価法

(1) 商品(機械を除く)、製品、半製品、

仕掛品及び原材料

同左

(2) 商品(機械)

個別法に基づく原価法

(2) 商品(機械)

同左

(3) 貯蔵品

先入先出法に基づく原価法

(3) 貯蔵品

同左

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法

但し、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除く)

については定額法を採用しており

ます。

  なお、主な耐用年数は、次のとお

りであります。

建物及び構築物　　　３年～50年

機械装置及び運搬具　２年～20年

工具器具備品　　　　２年～20年

(1) 有形固定資産

同左

――――― 　　（会計処理の変更）

法人税法の改正((所得税法等の

一部を改正する法律  平成19年３

月30日  法律第６号)及び(法人税

法施行令の一部を改正する政令  

平成19年３月30日  政令第83号))

に伴い、当事業年度から、平成19年

４月１日以降に取得したものにつ

いては、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。

この結果、減価償却費が4,919千

円増加し、営業損失、経常損失及び

税引前当期純損失はそれぞれ同額

増加しております。
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　（追加情報）

当事業年度から、平成19年３月

31日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から５年間で均等償却

する方法によっております。

当該変更に伴い、減価償却費が

5,928千円増加し、営業損失、経常

損失及び税引前当期純損失はぞれ

ぞれ同額増加しております。

(2) 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェア

については社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法を採用

しております。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

定額法

(3) 長期前払費用

同左

５　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算期末日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。

同左

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支払に充てるた

め、将来の支給見込額のうち当事

業年度の負担額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支

出にあてるため、支給見込額に基

づき当事業年度末に見合う分を計

上しております。

(3) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支

出にあてるため、支給見込額に基

づき当事業年度末に見合う分を計

上しております。

なお、当事業年度に係る役員賞

与は支給しないため、当事業年度

においては役員賞与引当金は計上

しておりません。
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

　　（会計処理の変更）

当事業年度から「役員賞与に関

する会計基準」（企業会計基準委

員会　平成17年11月29日　企業会計

基準第４号）を適用しておりま

す。これにより、役員賞与について

は、従来、利益処分により株主総会

の決議を経て未処分利益の減少と

しておりましたが、当事業年度よ

り発生時に費用処理しておりま

す。

この結果、従来の方法と比べ、営

業利益、経常利益及び税引前当期

純利益はそれぞれ17,000千円減少

しております。

―――――

(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上して

おります。

(4) 退職給付引当金

同左

７　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

８　ヘッジ会計の方法

 

(1) ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理を採

用しております。

なお、金利スワップについて特

例処理の要件を満たしている場合

は、特例処理を採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

当事業年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ手段とヘッジ対象は以

下のとおりであります。

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

デリバティブ取引に関する権限

規程及び当社内規に基づき、ヘッ

ジ対象に係る金利変動リスクを一

定の範囲内でヘッジしておりま

す。

(3) ヘッジ方針

同左
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計又は相場変動を半期毎

に比較し、両者の変動額等を基礎

にして、ヘッジ有効性を評価して

おります。

但し、特例処理によっている金

利スワップについては、有効性の

評価を省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

同左

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

　消費税等の会計処理

　　税抜方式によっております。

　消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等)

  当事業年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準委員会　平成17年12月９日　

企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員

会　平成17年12月９日　企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。

  従来の資本の部の合計に相当する金

額は8,063,238千円であります。

　なお、財務諸表等規則の改正により、

当事業年度における財務諸表は、改正

後の財務諸表等規則により作成してお

ります。

―――――

(たな卸資産廃棄損)   従来、たな卸資産廃棄損は特別損失

として処理しておりましたが、当事業

年度より売上原価として処理する方法

に変更いたしました。

  この変更は、在庫水準の適正管理を

徹底してきたことにより、廃棄対象と

なるたな卸資産が経常的に発生される

ものに限定され、その原価性が明瞭に

なったことによるものであります。

  この変更により、従来の方法によっ

た場合と比較して、売上原価は16,731

千円増加し、営業利益及び経常利益は

それぞれ同額減少しておりますが、特

別損失も同額減少しているため、税引

前当期純利益に対する影響はありませ

ん。

―――――
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表示方法の変更

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

(貸借対照表関係) ―――――   前事業年度まで流動負債の「その

他」に含めて表示しておりました「前

受金」は、表示を明瞭にするため区分

掲記しております。

  なお、前事業年度における「前受

金」の金額は3,014千円であります。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務は、

次のとおりであります。

　　(1) 担保に供している資産

建物 432,149千円

構築物 6,755千円

土地 458,937千円

　　(1) 担保に供している資産

建物 373,966千円

構築物 5,760千円

土地 458,937千円

　　(2) 上記に対応する債務

１年以内返済予定

長期借入金
58,440千円

長期借入金 238,760千円

　　(2) 上記に対応する債務

１年以内返済予定

長期借入金
58,440千円

長期借入金 180,320千円

――――― 　２　保証債務

子会社のリース契約に対し、経営指導念書等の

差入れを行っております。

東瑞融資租賃有限公司 143,127千円

(10,015千人民元)

広州三井住友銀租賃有限公司 26,476千円

(1,852千人民元)

　３ 　手形割引高

受取手形割引高 299,984千円

―――――

※４　関係会社に対する主な資産は、次のとおりでありま

す。

売掛金 330,686千円

未収入金 121,534千円

※４　関係会社に対する主な資産は、次のとおりでありま

す。

売掛金 279,962千円

未収入金 261,726千円

※５　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日

をもって決済処理しております。

なお、当事業年度末日が金融機関の休日であっ

たため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれ

ております。

受取手形 26,764千円

―――――

　６　コミットメントライン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行みずほ銀行と貸出コミットメント契約を締

結しております。

当事業年度末における貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高等は、次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 ―千円

差引額 1,000,000千円

　６　コミットメントライン契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行みずほ銀行と貸出コミットメント契約を締

結しております。

当事業年度末における貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高等は、次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円

借入実行残高 600,000千円

差引額 400,000千円
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

※１　関係会社との取引

売上高 1,047,347千円

仕入高 323,369千円

販売手数料 36,042千円

受取配当金 121,216千円

※１　関係会社との取引

　売上高 689,530千円

　仕入高 176,945千円

　受取配当金 105,487千円

  業務受託収入 9,354千円

  営業譲渡益 405,282千円

※２　研究開発費の総額

一般管理費及び当期製造費用に

含まれる研究開発費
697,404千円

※２　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる

研究開発費
542,501千円

――――― ※３　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

機械及び装置 2千円

車両運搬具 448千円

計 450千円

――――― ※４　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

工具器具備品 103千円

※５　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 446千円

機械及び装置 532千円

工具器具備品 6千円

計 985千円

※５　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 2,446千円

機械及び装置 6,751千円

車両運搬具 85千円

工具器具備品 252千円

計 9,535千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 513,458 900 ― 514,358
　

(変動事由の概要) 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　 単元未満株式の買取りによる増加  　 900株

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 514,358 270 ― 514,628
　

(変動事由の概要) 

 増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　 単元未満株式の買取りによる増加  　 270株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

(借主側)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引に係る注記

(借主側)

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械及び装置 1,033,766472,943560,822

車両運搬具 3,253 2,006 1,247

工具器具備品 198,566128,19970,367

合計 1,235,586603,149632,437

取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械及び装置 1,104,136642,584461,551

車両運搬具 3,253 2,657 596

工具器具備品 157,266131,95025,316

合計 1,264,656777,192487,464

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 208,757千円

１年超 447,472千円

合計 656,230千円

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 199,151千円

１年超 308,666千円

合計 507,817千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　  支払リース料 230,568千円

　  減価償却費相当額 210,394千円

　  支払利息相当額 19,931千円

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

　  支払リース料 235,852千円

　  減価償却費相当額 215,342千円

　  支払利息相当額 17,069千円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

　(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

　(5) 利息相当額の算定方法

同左
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(有価証券関係)

前事業年度（自平成18年４月１日　至平成19年３月31日）及び当事業年度（自平成19年４月１日　至

平成20年３月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

未払事業税 6,299千円

未払役員退職慰労金 126,597千円

退職給付引当金 82,422千円

賞与引当金 48,840千円

その他 82,589千円

繰延税金資産合計 346,749千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳

繰延税金資産

未払役員退職慰労金 113,176千円

退職給付引当金 90,820千円

賞与引当金 43,549千円

繰越欠損金 197,584千円

繰越外国税額控除 77,331千円

その他 137,883千円

繰延税金資産合計 660,345千円

評価性引当額 △660,345千円

繰延税金資産合計 ―

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △45,775千円

繰延税金負債合計 △45,775千円

繰延税金資産の純額 300,973千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △21,133千円

繰延税金負債合計 △21,133千円

繰延税金負債の純額 △21,133千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

      法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で

あるため注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

      税引前当期純損失計上のため記載を省略しており

ます。
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(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 (事業分離)

１  分離先企業の名称、分離した事業の内容、事業分離を行った主な理由、事業分離日及び法的形式を含む

事業分離の概要

(1) 分離先企業の名称

ＪＭエナジー株式会社

　

(2) 分離した事業の内容

①  キャパシタ及びモジュールの製造、加工及び販売

②  キャパシタ関連製品の製造、加工及び販売

③  キャパシタ及びモジュールの研究開発

　

(3) 事業分離を行った主な理由

キャパシタ、モジュール及び同関連製品について、ＪＳＲ株式会社と共同で新会社を運営し、リチウ

ムイオンキャパシタの優位性が発揮できる有望な分野に集中してマーケティングを実施し、早期の事

業立ち上げを目指すためであります。

　

(4) 事業分離日

平成19年８月１日（事業譲渡日）

　

(5) 事業分離の概要

事業譲渡

　

２  実施した会計基準の概要

(1) 会計処理

譲渡金額と適正な帳簿価額との差額を移転損益として認識する処理を実施しております。

営業譲渡益405,282千円を計上しております。

　

(2) 当事業年度中の損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高    13,713千円

営業損失  51,102千円
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　 791円91銭 １株当たり純資産額　　　　　　　　　 　　687円01銭

１株当たり当期純利益　　　　 　　 　　　　25円16銭 １株当たり当期純損失　　　　 　　   　　　92円38銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

  潜在株式調整後１株当

たり当期純利益について

は、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しな

いため、記載しておりま

せん。

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

　潜在株式調整後１株当

たり当期純利益について

は当期純損失であるた

め、記載しておりません。

　
(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額　

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 8,063,238 7,001,690

普通株式に係る純資産額(千円) 8,063,238 6,994,936

差額の主な内訳(千円)

  新株予約権
─ 6,754

普通株式の発行済株式数(株) 10,696,320 10,696,320

普通株式の自己株式数(株) 514,358 514,628

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の数(株)
10,181,962 10,181,692

　
２　１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至  平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至  平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失

(△)(千円)
256,258 △940,646

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

(△)(千円)
256,258 △940,646

普通株式の期中平均株式数(株) 10,182,432 10,181,772

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要

平成17年６月21日定時株主総会

決議ストックオプション(新株

予約権)

　　　普通株式　　 109,000株

平成19年６月21日定時株主総会

決議ストックオプション(新株

予約権)

　　　普通株式　　 118,500株
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(重要な後発事象)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

――――― （関係会社株式の売却）

当社は平成20年５月12日開催の取締役会において、持

分法適用関連会社であるＪＭエナジー株式会社の当社が

保有する全株式をＪＳＲ株式会社に譲渡することを決議

し、同日付で同社と「合併事業契約解約及び株式売買に

関する契約書」を締結したのち、平成20年５月20日付で

当該株式を売却いたしました。

  （理由）

基幹事業である研磨加工分野と塗布加工分野に限ら

れた経営資源を集中し早期に業績の回復を図るためで

あります。

１  売却する相手会社の名称

ＪＳＲ株式会社

２  売却の時期

平成20年５月20日

３  当該関連会社等の名称、事業内容

  (1) 当該関連会社の名称

ＪＭエナジー株式会社

  (2) 事業内容

リチウムイオンキャパシタの製造及び販売

４  売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の

持分比率

  (1) 売却する株式の数　　　               3,000株

  (2) 売却価額　　　　　　           　300,000千円

  (3) 売却損益　　　　 　   　売却損益はありません

  (4) 売却後の持分比率　　          　　　　　―％
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

投資有価

証券

その他有価

証券

㈱みずほフィナンシャルグループ 111 40,515

長瀬産業㈱ 36,000 36,648

武蔵カントリークラブ会員権 1 15,280

狭山ゴルフクラブ会員権 1 14,085

小計 36,113 106,528

計 36,113 106,528
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

　建物 5,262,11241,19196,3575,206,9472,802,404234,0792,404,543

　構築物 225,190 ― ― 225,190161,50310,89763,687

　機械及び装置 1,192,56357,14879,5471,170,165860,00383,602310,162

　車両運搬具 30,624 ― 8,76921,85518,3542,224 3,501

　工具器具備品 332,58211,5088,153335,937289,14923,58946,788

　土地 1,444,28910,530 ― 1,454,819― ― 1,454,819

　建設仮勘定 ― 9,801 7,885 1,916 ― ― 1,916

　 有形固定資産計 8,487,364130,180200,7118,416,8324,131,415354,3934,285,417

無形固定資産

　特許権 19,977 ― ― 19,97718,4172,445 1,560

　ソフトウェア 274,7294,014 4,941273,801102,30954,389171,492

　電話加入権 1,763 ― ― 1,763 ― ― 1,763

　 無形固定資産計 296,4694,014 4,941295,542120,72656,834174,815

長期前払費用 75,053 ― 57,63017,42311,8583,097 5,564

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注)  当期増加額のうち主なものは、下記のとおりであります。

建物 第３変電所更新及び容量上げ工事 38,550千円

機械及び装置 ハードディスク洗浄装置 21,200千円

土地 山梨工場東南角土地の購入 10,530千円
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 17,320 15,156 410 16,909 15,156

賞与引当金 120,000 107,000 120,000 ― 107,000

役員賞与引当金 17,000 ― 17,000 ― ―

退職給付引当金 202,513 36,651 16,018 ― 223,146

(注)  貸倒引当金の当期減少額「その他」欄の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

イ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 1,186

預金

当座預金 683,869

普通預金 930,819

定期預金 653,008

定期積金 600

外貨預金 236,694

計 2,504,992

合計 2,506,178

　

ロ　受取手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

㈱荏原製作所 21,490

住電ハイプレシジョン㈱ 8,797

双葉産業㈱ 6,891

欧積股分有限公司 5,197

恵和㈱ 3,950

その他 24,325

合計 70,652

　

(ロ)期日別内訳

　

期日別 金額(千円)

平成20年４月満期 29,065

平成20年５月満期 22,741

平成20年６月満期 7,588

平成20年７月満期 9,247

平成20年８月満期 2,010

合計 70,652
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ハ　売掛金

(イ)相手先別内訳
　

相手先 金額(千円)

長瀬産業㈱ 293,966

信越半導体㈱ 144,933

ＪＳＲ㈱ 138,719

㈱山形富士通 103,681

東朋テクノロジー㈱ 78,473

その他 929,868

合計 1,689,643

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況
　

期首残高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

当期末残高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

1,835,7635,122,9745,269,0951,689,643 75.7 126

(注)　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　

ニ　商品
　

品目 金額(千円)

ポリッシングマシーン 5,073

ポリッシングフィルム 9,764

その他 3,273

合計 18,110

　

ホ　製品
　

品目 金額(千円)

ポリッシングフィルム 75,662

ポリッシングリキッド 18,975

その他 12,091

合計 106,729
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ヘ　半製品

　

品目 金額(千円)

ポリッシングフィルム 219,264

合計 219,264

　

ト　原材料

　

品目 金額(千円)

微粉 68,826

塗料 5,050

フィルム 18,938

紙管・プラコア 8,168

その他 26,036

合計 127,020

　

チ　仕掛品

　

品目 金額(千円)

ポリッシングフィルム 60,847

ポリッシングリキッド 436,374

合計 497,221

　

リ　貯蔵品

　

品目 金額(千円)

梱包・資材 4,179

その他 13,644

合計 17,824

　

ヌ　関係会社株式

　

銘柄 金額(千円)

マイポックス・インターナショナル・
コーポレーション

240,047

マイポックス・マレーシア・センドリアン・バハード 360,555

マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・
プロダクト（上海）コーポレーション

97,750

マイポックス・プレシジョン・ポリッシング・
プロダクト（天津）コーポレーション

310,855

JMエナジー株式会社 300,000

合計 1,309,208
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ｂ　負債の部

イ　買掛金

　

相手先 金額(千円)

アイエムティー㈱ 126,394

ＪＳＲ㈱ 113,555

フジボウ愛媛㈱ 45,537

日本バンモップス㈱ 17,646

㈱東京麗光 14,651

その他 214,681

合計 532,466

　

ロ　短期借入金

　

相手先 金額(千円)

㈱みずほ銀行 1,400,000

㈱三井住友銀行 550,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 400,000

合計 2,350,000

　

ハ　１年以内返済予定長期借入金

　

借入先 金額(千円)

㈱みずほ銀行 120,000

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 116,690

中小企業金融公庫 58,440

日本生命保険(相) 40,000

㈱三井住友銀行 19,992

合計 355,122

　

ニ　長期借入金

　

借入先 金額(千円)

㈱みずほ銀行 200,000

中小企業金融公庫 180,320

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 180,000

日本生命保険(相) 120,000

㈱三井住友銀行 58,356

合計 738,676
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 毎決算期の翌日から３ヵ月以内

基準日 ３月31日

株券の種類 100,000株券、10,000株券、1,000株券及び100株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区大手町二丁目６番２号
　東京証券代行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都千代田区大手町二丁目６番２号
　東京証券代行株式会社

　　取次所 東京証券代行株式会社　営業所及び各取次所

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都千代田区大手町二丁目６番２号
　東京証券代行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
東京都千代田区大手町二丁目６番２号
　東京証券代行株式会社

　　取次所 東京証券代行株式会社　営業所及び各取次所

　　買取手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません

(注)　当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

  １  会社法第189条第２項各号に掲げる権利

  ２  株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度　第77期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月22日関東財務局長に提出

　

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

平成19年６月22日関東財務局長に提出の事業年度（第77期）(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月

31日)の有価証券報告書に係る訂正報告書を平成19年10月18日関東財務局長に提出

　

(3) 半期報告書

事業年度　第78期中(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)平成19年12月21日関東財務局長に提

出

　

(4) 半期報告書の訂正報告書

平成19年12月21日関東財務局長に提出の事業年度（第78期中）(自　平成19年４月１日　至　平成19年９

月30日)の半期報告書に係る訂正報告書を平成20年２月21日関東財務局長に提出

　

(5) 臨時報告書

金融商品取引法第24条の５第４及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の規定に

基づく臨時報告書を平成20年５月20日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月21日

日本ミクロコーティング株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小    野    隆    良　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　  鐵          義    正　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本ミクロコーティング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本ミクロコーティング株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

日本ミクロコーティング株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小    野    隆    良　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　  鐵          義    正　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本ミクロコーティング株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計

年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッ

シュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本ミクロコーティング株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。

　

EDINET提出書類

日本ミクロコーティング株式会社(E01218)

有価証券報告書

115/117



独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月21日

日本ミクロコーティング株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小    野    隆    良　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　鐵          義    正　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる日本ミクロコーティング株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第77期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本ミクロコーティング株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

日本ミクロコーティング株式会社

取締役会　御中

新日本監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　小    野    隆    良　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　鐵          義    正　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本ミクロコーティング株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第78期事

業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を

行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本ミクロコーティング株式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年

度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。
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